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	1	 はじめに
超短パルスレーザはパルス幅が概ね10ps以下のパルス幅の

レーザであり、フェムト秒レーザおよびピコ秒レーザの総称

である。超短パルスレーザは、その極短パルス性から加工領

域に発生した熱の周囲への拡散を無視することができ、加工

部周辺に熱影響をほとんど与えない加工を実現することがで

きる1）。一方その高強度性は、ガラスなどの透明材料に対して

多光子吸収による加工を実現する。特にレーザ光を適当な強

度で透明材料内部に集光すると、集光点でのみ多光子吸収を

誘起でき、材料内部の3次元加工を行うことができる2）。これ

らの特長により、超短パルスレーザは従来にない高品質・高

解像度・高機能加工を実現することができ、近年国内外を問

わず研究・開発が盛んになっている。本稿では、今日レーザ

微細加工の主流になりつつある超短パルスレーザ加工につい

て、その黎明期から今日までの進展と今後の展望を解説する。

	2	 超短パルスレーザ加工の始まり
超短パルスレーザ加工は、1987年のSrinivasan等による

160fsのXeClエキシマレーザ（308nm）を用いたポリメチル

メタクリレート（PMMA）のアブレーション 3）と、同年の

Küper等による300fsのKrFエキシマレーザ（248nm）による

PMMAのアブレーション 4）が最初である。アブレーションと

は、強度の強いレーザ光を物質に照射することにより、物質

の分解・蒸発が爆発的に生じ、物質がエッチングされる現象

を言う。フェムト秒レーザを用いると、ナノ秒レーザを用い

た場合と比較してアブレーションしきい値（アブレーション

が生じる最小のレーザ強度、通常単位はmJ/cm2）が大幅に低

下すること、加工部に熱変成が観られないことが示された。

また加工メカニズムとして、多光子吸収による解離状態への

励起が予想されることが報告された。実際超短パルスレーザ

は非常に強度が強いため、透明材料であってもあたかも仮想

準位を介したかのように束縛電子を複数の光子で伝導帯に励

起する（多光子吸収）ことが可能であり、透明材料の加工を

実現する。その後、NaClやテフロン（PTFE）の加工に応用さ

れ 5）、多光子吸収によって透明材料に対しても良好な加工が

行えることが示された。このユニークな加工結果により、こ

れ以降超短パルスレーザ加工の研究は活発になっていった。

	3	 金属加工
1987年のSrinivasan等ならびKüper等の論文の発表以降

しばらくの間は、これまで高品質な加工が困難であった透

明材料の加工が多光子吸収によって行えるといった興味か

ら、透明材料の加工に関する研究がほとんどであった。その

後1990年代半ばになると、レーザ波長に対して強い吸収の

ある金属やセラミックスでも、熱変成のない加工ができるこ

とが示され注目を集めた。超短パルスレーザを金属に照射し

た場合、レーザのエネルギーは逆制動放射過程によって自由

電子に吸収される。その後吸収されたレーザエネルギーは、

電子系の加熱、格子系へのエネルギー移乗、金属内部への熱

拡散に分配される。レーザ光のパルス幅が電子・フォノン結

合時間（通常ピコ秒オーダ）よりも短い場合、金属内部への

熱伝導による損失過程を無視できるため、レーザエネルギー

を格子系に効率良く注入できる。図1は、鋼箔をパルス幅（a）

杉岡幸次
Koji Sugioka

（独）理化学研究所　基幹研究所 
緑川レーザー物理工学研究室 
専任研究員

超短パルスレーザによる	
微細加工技術の進展と展望

Progress and Prospect of Ultrafast Laser Microprocessing

連携記事

図1　鋼箔のアブレーション加工
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200fsと（b）33nsのレーザ（波長780nm）でアブレーション

した結果である 1）。フェムト秒レーザによる加工では加工穴

の周辺に熱変成相の形成は観られないが、ナノ秒レーザ加工

では溶融の痕が顕著に観察される。これはナノ秒パルスアブ

レーションでは熱が金属内部を伝導して、比較的大きな溶融

相をつくり出すのに十分な時間があるためである。非熱加工

は超短パルスレーザ加工の重要な特長の一つであり、今日で

は金属はもとよりセラミクスや半導体への加工にも応用され

ている。

	4	 透明材料内部加工
超短パルスレーザによる多光子吸収過程は、透明材料に

対しあるしきい値以上のレーザ強度の場合効率よく生じる。

従って適当なエネルギーのレーザ光を試料表面ではなくバル

ク透明材料の内部にレンズで集光すれば、その領域でのみ多

光子吸収が生じ、固体内部の改質・加工が可能となる。この

特徴を利用して、1990年代半ばにフェムト秒レーザによりガ

ラス内部が加工できることが初めて示された 2）。これは超短

パルスレーザでのみ可能な加工であり、石英ガラスやカルコ

ゲナイドガラスなどの無機透明非晶質材料に対して、局所的

イオン価数変化、金属微粒子析出、微結晶析出、屈折率制御

等が可能であることが示された 6）。さらにレーザ光の集光点

を固体内部で走査すると連続的な屈折率増加領域を形成する

ことができ、各種ガラス材料やポリマー内部への光導波路形

成に応用された 7）。今日フェムト秒レーザによる透明材料内

部への光導波路描画は最も活発な研究分野の一つであり、数

多くの研究がなされている 8－10）。またガラス内部の屈折率制

御による3次元フォトニックデバイスの作製も広く試みられ

ており、光結合器・分波器 11）、ブラッググレーティング 12）、回

折型レンズ 13）、導波路レーザ 14）などが実際に試作されている。

一方2000年代に入ると、フェムト秒レーザを用いてガラス

内部に3次元中空マイクロ構造を形成し、マイクロ流体デバ

イス作製に応用する研究が盛んになってきた。3次元中空マ

イクロ構造は、まずガラス内部をフェムト秒レーザにより改

質し、その後フッ酸溶液を用いたウェットエッチングにより

改質領域を選択的に除去することによって実現される 15,16）。

さらにマイクロ流体素子に光導波路やその他のマイクロ光

学素子を集積化したマイクロ光学流体素子（Optofluidics）も

作製されており、高感度のバイオ化学分析 17－19）や微生物の動

態・機能解明 20）に応用されている。一例として、図2（a）、（b）

に作製されたマイクロ流体デバイスの3次元模式図および光

学顕微鏡写真を示す。基板表面より150μm下に矩形断面形

状のマイクロチャネルが埋め込まれていることがわかる。本

マイクロ流体デバイスはミドリムシの動態観察に利用された

が、図2（a）の①の方向より光学顕微鏡で観察することによ

り、ミドリムシを前方から観察することを可能にした。その

結果、図2（c）に示すようなこれまで誰も見たことのない進

行方向正面からミドリムシが遊泳する映像を高速撮影するこ

とに成功した 20）。このような微生物観察用のマイクロチップ

はナノ水族館と呼ばれ、観察したい微生物の種類や調べたい

内容により、異なる構造や機能を持ったナノ水族館が既に複

数作製されている。

最近では、超短パルスレーザによる多光子吸収を利用し、

ガラス基板同士のマイクロ溶接の研究も行われている 21,22）。

	5	 3次元光造形、3次元リソグラフィ
透明材料の多光子吸収においては、非線形な吸収・反応の

しきい値を利用することにより、波長よりもはるかに小さい

100nm程度の加工解像度を達成する。この特長を利用した

フェムト秒レーザによる2光子光造形および2光子リソグラ

フィ技術による3次元ナノ造形が、2000年以降脚光を浴びて

いる 23）。

図2　 フェムト秒レーザにより作製された微生物動態観察用マイクロ流体デバイス（ナノ水族館）の（a）3次元模式図、および（b）光学顕微鏡写真。
（c）ナノ水族館を用いて前方から観察したミドリムシの光学顕微鏡写真
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主な応用としては2つあり、1つはフォトニック結晶の作

製 24）、もう一つはMEMSやマイクロ流体デバイス作製であ

る 25－27）。図3に、2光子光造形によりマイクロタービンおよ

びナノピンセットを作製した例を示す 25,26）。作製したマイク

ロ・ナノデバイスは光トラッピング技術により可動部を遠隔

駆動することが可能であり、実際マイクロタービンでは数百

rpmの回転数を実現している。

また最近ではメタマテリアルやマイクロ医療機器の作製へ

の応用も検討されている28）。

	6	 ナノ加工
前章でも簡単に述べたが、多光子吸収を用いた透明材料の

加工では、レーザ光の回折限界をはるかに超える加工解像度

を実現することができる 23）。それは、通常フェムト秒レーザ

光はガウスビームであり、n光子吸収の場合実効的なビーム

径は実際のビーム径のn－1/2倍になるからである。一方、不透

明な物質では1光子吸収で加工を行うため実効的なビーム径

が小さくなることないが、超短パルスレーザはパルス幅が非

常に短いために加工部周辺への熱拡散を無視することができ

る。その結果、金属のような熱伝導率の高い材料においてさ

え波長オーダ程度あるいはそれ以下のナノ加工を実行するこ

とができ、近年フェムト秒レーザを用いたナノ加工技術が注

目されている。フェムト秒レーザ光を回折光学素子で多ビー

ムに分離し、その中の所望のビームを多光束干渉照射させ

ることにより、金薄膜にナノ構造が作製されている 29）。2光

束干渉ではナノベルトが、4光束干渉では照射強度により図

4に示すようなナノバンプやナノメッシュが形成される。一

方、3次元光造形、3次元リソグラフィの場合と同様、高開口

数の対物レンズを用いることにより、GaN表面にナノクレー

タを2次元に周期的に配列した例を図5に示す。この場合は

フェムト秒レーザの2次高調波（387nm）を対物レンズで集

光し、塩酸溶液中のGaNに照射することによりアブレーショ

ン加工を行っている。2次元周期構造はレーザ光を走査する

ことによって実現される。形成されたナノクレータの直径は

約106nmである 30）。このようなGaN表面への2次元ナノ周

期構造の形成は、青色・紫外発光ダイオードの光取り出し効

率向上への応用が期待されている。

さらに加工解像度を向上することを目的として、AFM（原

子間力顕微鏡）チップ、SNOM（走査型近接場光学顕微鏡）

チップあるいは誘電体や金属の微小球等とフェムト秒レーザ

光を組み合わせたナノ加工も最近のトピックスである31－34）。

	7	 �表面ナノ構造化による�
固体表面機能付与

フェムト秒レーザを固体表面にアブレーションしきい値

程度のフルエンスで照射すると、照射領域にナノ周期構造が

形成されることが知られている 35）。形成される周期構造の向

きはレーザの偏光方向に対して垂直であり、その周期は波長

の半分から数分の一程度である。これまでにすでに多くのグ

図3　 2光子光造形によって作製されたマイクロタービンおよびナノ
ピンセット

図4　 フェムト秒レーザ4光束干渉による金薄膜へのナノバンプおよ
びナノメッシュの作製

図5　 塩酸溶液中フェムト秒レーザアブレーションによるGaN表面
への2次元ナノ周期構造の形成
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ループが石英ガラス、Si、DLC（ダイヤモンド様カーボン）薄

膜、BaF2、CaF2、金属等多様な材料に周期的ナノリップル構

造を形成できることを確認している。このような固体表面へ

の周期的ナノリップル構造形成技術は、しゅう動部の摩擦低

減、塑性加工特性の向上、微小物体の凝着力低減、薄膜の密

着性向上、細胞の配向、濡れ性向上、無反射面の形成など広

範囲な応用が期待されている。キャノンマシナリー（株）で

は、ナノリップル構造形成を行うフェムト秒レーザ表面改質

装置を既に製造、販売している 36）。

一方、SF6ガス雰囲気中でフェムト秒レーザをSi基板表面

に照射すると、図6（a）に示すようなマイクロ～ナノスケー

ルの周期的なピラー構造を形成することができる 37）。その後

アルキルシランの単分子層でナノ構造化表面を被覆すると、

図6（b）に示すような超疎水表面が実現される。特に水より

も親水度の高いヘキサデカンでさえも、超疎水表面を実現で

きることは興味深い。このような表面は自浄作用がある。例

えば超疎水表面を持つ建築資材で建物を建造できれば、常に

外壁をきれいな状態に保つことができ清掃の必要がなくな

る。

	8	 ビーム整形技術
特に最近研究が盛んになっているのがビーム整形技術であ

る。ビーム整形技術には、空間的整形と時間的整形の2種類

がある。

空間的整形とはレーザビームの空間強度分布を制御するこ

とを意味する。超短パルスレーザの空間的整形に最近よく用

いられるのは、空間位相変調器（SLM）である。SLMを用い

ると、パターン投影加工や多点一括加工を容易に実行するこ

とができ、加工の高効率化を計ることができる38）。

一方、ガラスの内部加工においては、レーザ光をレンズで

集光した時の集光径とレイリー長が一致しないため、加工領

域の断面形状が常にレーザ光進行方向に伸びた楕円形状にな

るといった問題点がある。これを解決するために、2枚組の

シリンドリカルレンズ 39）、あるいは幅数百ミクロンのスリッ

ト 40）を用いてレーザ光を細い矩形に整形し、レンズに入射す

る手法が開発された。これにより断面形状が真円に近い光導

波路やマイクロ流体チャネルが作製されている。この手法は

簡便であるが、レーザ光の走査方向が整形を行ったビームの

長尺方向にのみ制限されるため、レーザ光の走査方向を変え

る場合、シリンドリカルレンズあるいはスリットの向きを走

査方向に合わせてその都度調整する必要がある。この問題点

を解決する手法として、最近フェムト秒レーザの時空間ビー

ム整形技術が提案された 41）。図7に、フェムト秒レーザ時空

間整形ビームを用いた透明材料内部加工装置の概略図を示

す。時空間ビーム整形を行うには、まずフェムト秒レーザ光

の周波数成分を2枚組のグレーティングにより空間的に分

散し、対物レンズに入射する。対物レンズ入口では各周波数

成分は空間的に重なり合っていないので、パルス幅は長くな

る。分散された各周波数成分は対物レンズによって集光され

集光点で重なり合うため、集光点で最短のパルス幅が実現さ

れる。なぜなら超短パルスは、異なる周波数の発振線の位相

をそろえ（モードロック）、空間的に重ね合わせた場合に発生

するからである。その結果、集光点で空間的にも時間的にも

最大のピーク強度が得られる。一方、光軸方向において集光

点からずれてくると、急速にパルス幅が長くなるためピーク

強度も急速に減少する。図8に、本手法を用いてガラス内部

にマイクロチャネルを作製した結果を示す。対物レンズへの

図6　（a） SF6 ガス雰囲気中でのフェムト秒レーザ光照射によってSi
基板表面に形成されたマイクロ～ナノスケールの周期的ピ
ラー構造

（b） ナノ構造化表面をアルキルシランの単分子層で被覆するこ
とにより得られた超疎水表面

図7　 フェムト秒レーザ時空間整形ビームを用いた透明材料内部加工
装置の概略図
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入射径を調整し、適当なレーザ出力で照射すると、x、yいず

れの方向に走査してもほぼ円形の断面形状が得られている

（図8（c）、（g））。

時間的整形とはパルス波形整形を意味する。フェムト秒

レーザパルス整形における最初の実験として、ダブルあるい

はトリプルパルス照射（パルス間隔0.3ps）によってクラック

の発生のないCaF2の高品質アブレーション加工が報告され

ている 42）。図9に、シングルパルス照射とトリプリパルス照

射によってアブレーションされたCaF2の電子顕微鏡像を示

す。トリプリパルス照射により明らかに加工品質が改善され

ている。さらに、一つのフェムト秒レーザ光を隣接した複数

のパルス列に整形して石英ガラスに照射すると、照射径が1

μm程度にもかかわらず直径100nm程度の加工痕が得られ

ることが示された 43）。石英ガラスなどの誘電体にフェムト秒

レーザ光を照射すると、まず多光子吸収あるいはトンネルイ

オン化により自由電子が生成される。生成された自由電子は

さらなるフェムト秒レーザの光子を吸収しさらに上準位（真

空準位）に励起されイオン化されるか、あるいは生成された

自由電子がフェムト秒レーザの強い電界によって加速され周

囲の原子に衝突することによって2次電子（アバランシェ電

離）が生成される。フェムト秒レーザ加工においては、これ

ら複数の過程を経て加工へと進展すると考えられている。そ

れぞれの過程は数百フェムトから数ピコ秒のオーダで起こる

といわれており、ダブル、トリプルパルス照射あるいはパル

ス列照射によってそれぞれの過程をある程度独立して制御す

ることにより、優れた加工結果が得られたのではないかと推

察される。

	9	 産業応用
超短パルスレーザ加工の研究が始まって既に二十数年が

経過し、今日では産業応用への検討もなされている。レチク

ルといわれる深紫外リソグラフィ用フォトマスク（石英基板

にCrのパターンが施されたマスク）のリペアが、半導体デバ

イス製造業において最初のフェムト秒レーザ加工の応用であ

る。これはフォトマスクの黒欠陥である余分なCr薄膜をフェ

ムト秒レーザアブレーションにより除去するものであるが、

「6.ナノ加工」で述べたフェムト秒レーザ加工における超解像

度の特長を利用して、80nm程度の解像度をもつリペアを実

現している 44－45）。本技術は、米国ヴァーモント州バーリント

ンにあるIBMマスク製造部門において実用化されている。

大量生産における最初の実用例は、ピコ秒レーザによるイ

ンクジェットノズルの穴あけである。パナソニックUSAで

は、ピコ秒レーザとPC制御のガルバノミラーを用いて、高

再現性、高精度、かつ高速にステンレス鋼に穴をあけること

に成功している 46）。

一方ドイツでは、ピコ秒レーザを自動車部品の製造に応用

している。図10（a）に自動車の排ガスセンサの作製にピコ

秒レーザトリミングが、（b）にディーゼルエンジンインジェ

クタ作製にピコ秒レーザマイクロ加工が応用された例を示

す 47）。また欧州では、近年ピコ秒レーザによる太陽電池のス

クライビングならびにパターニングの研究も精力的に行われ

ている48）。

	10� まとめ

1980年代後半に、Srinivasan等やKüper等により初めて

フェムト秒レーザアブレーションに関する報告がなされて以
図9　 フェムト秒レーザのシングルパルス（上）およびトリプルパル

ス（下）照射によるCaF2 のアブレーション加工

図8　 （a） 時空間ビーム整形を用いた石英ガラス内部へのマイクロ流
体チャネル作製模式図

（b）～（i） 作製されたマイクロチャネルの断面形状を光学顕微鏡
で観察した結果

（b）～（e）：x軸方向に走査
（f）～（i）：y軸方向に走査
（b）、（f）：入射ビーム径2mm、レーザ平均出力4mW
（c）、（g）：3mm、3.5mW
（d）、（h）：4mm、2mW
（e）、（i）：5mm、2mW
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来、年々超短パルスレーザ加工の研究は活発になっている。

その間多様なプロセスが開発されることにより応用分野も

広がってきた。今日超短パルスレーザ加工はレーザ加工分野

において最も活況な研究・開発分野であり、実用化もされつ

つある。本稿では超短パルスレーザ加工におけるこれまでの

進展と主な研究のいくつかを紹介したが、数ある超短パルス

レーザ加工に関する研究の全てを網羅するわけにはいかず、

重要なものも多数漏れていることをお詫びする。

超短パルスレーザ加工がこれほど盛んに研究されるように

なったのは、従来のレーザ加工にはない超短パルスレーザ加

工特有の優れた特長によるところが大きいのはいうまでもな

い。さらには、超短パルスレーザ自体の性能向上も重要な要

因の一つである。初期においてはエキシマレーザをフェムト

秒パルスにしたものが用いられたが、1990年代に入りチタン

サファイアレーザの出現がフェムト秒レーザ加工の研究を加

速した。今日ではファイバレーザやYb：YAGも超短パルス

レーザの媒質として広く使われている。価格も以前に比べた

ら比較的安くなり、高出力で高安定性のものが提供されてい

る。また超短パルスレーザの内部のことをよく知らなくても

スイッチ一つで容易に発振できるようになっており、確実に

ユーザの拡大に寄与している。一方産業応用においては、現

時点ではフェムト秒レーザは高出力性、安定性、信頼性の点

から未だ開発の余地が残されており、多くの場合ピコ秒レー

ザが優勢である。実際産業用ピコ秒レーザも既に数社から販

売されている。今後フェムト秒レーザも含め超短パルスレー

ザの性能はますます向上することが予想され、基礎研究だけ

でなく産業にも広く利用されることが期待される。
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	1	 はじめに
自動車用鋼板をはじめ、高度な品質の鋼製品が要求されて

いた。鋼板の表面に介在物があれば、プレス加工などの際に

割れの起点となる。本研究の端緒は、溶融金属（Al-4％Cu合

金）の一定量（10g）を急冷によってどれだけ過冷させて、そ

れによる結晶組織はどのように変化するかを追求したもので

あった 1）。急冷するポイントは、インキュベーシヨンタイム

の間の抜熱速度であり、溶湯を入れた良質の1mm厚みの黒

鉛るつぼから効果的なスプレイ冷却によって熱を奪うことで

あった。この研究は予想以上の成果をあげ、最大で138Kま

で過冷凝固し、微視的な球状のCuAl2のθ相が均等に分布す

る組織が得られた。この方法を、そのまま量的に多い実用鋼

へ適用するのは無理であったので、溶鋼から結晶核生成要因

を排除して、徐冷しても過冷し、溶鋼の液相状態を一気に均

一な相分布となる固相状態に相変態させる過冷凝固法を開発

することが重要となった 2,3）。そのため、引用文献2,3,4）で報

告したように多角的な研究を進め、本文でも述べるが、多く

の重要な事実を把握した。その中にあって、過冷度を増大さ

せる要因を明確にできなかった。その後実験に用いた注入管

が溶融することが過冷を促進させる要因であるというひらめ

きを得た。その後過冷研究を本質的に進展させることができ

た。

	2	 過冷度を増加させる溶鋼処理
結晶核要因を排除して、徐冷しても大きな過冷度が得ら

れ、過飽和固溶体凝固となることを期待して適用したのは、

La（35wt.％）Ce（46wt.％）のREMの添加である。

（1）試料の溶解と凝固はタンマン炉内で行なった。内径

40mm、外径50mm、高さ150mmのるつぼで1.5kgの試

料を溶解した。

（2）試料溶解用るつぼの材質

再溶融アルミナ質るつぼが最適であった。（ポーラスア

ルミナるつぼ、ポーラスマグネシアるつぼは不適当で

あった。）

（3）La、Ceを溶鋼に添加するための注入管の材質

Mulite（Al2O3：55、SiO2：41）質添加管を用いた場合は、

始めから過冷度が大きく、溶解－凝固の3回の繰り返し

で110Kの過冷度が得られた。（アルミナ管では、20K以

下にとどまった。）このMulite質管の材質がこの研究の

重要な要素となった。

（4）REMの添加方法

REMは1mm以下に粉砕して分割した後、間欠的にアル

ゴンで、溶鋼中に保持されている注人管から添加した。

（5）REM添加の最適温度

1893K（1620℃）が最適で、過冷度75Kから120Kまで

得られた。これより20K添加温度が上下すると、過冷度

25Kから最大50Kにとどまった。この最適温度はクラス

ター現象を考える上で、成分的に非常に重要な意味を持

つ。

（6）REM添加後の介在物除去のための溶湯保持温度と攪拌

溶鋼の保持温度を変え、攪拌操作を行なったときの過冷

度変化では、1853K（1580℃）の温度が反応生成物を除去

するのに最適であった。

（7）過冷度による溶鋼上部のミニスカスにおける反応生成物

の融解温度の相違

過冷度32Kの場合のミニスカスの生成物の融解温度

1743K（1470℃）、過冷度126Kの場合では、生成物の融

解温度1653K（1380℃）である。高い過冷度の場合には、

反応生成物の充分な受け入れ時間があることが予想され

た。
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	3	 過冷現象が生ずる本質的背景
（1）長い間、La、Ceを添加するときの注入管はAl2O3、SiO2

を主とする成分であり、最も取り除くべきものであるも

のが、注人中にLa、Ceと一緒に鋼浴に溶けこむことは避

けなければと思いながら、比重が軽いので浮上して、あ

まり害をなさないのではないかとも思っていた。停滞し

ていた研究の活路を開いたのは、10年程前に我が家にい

たときに、！突然過冷度を増大させるのは注入管が溶け

てその成分が遊離することが大事な現象4）であるとの閃

きがあった。それから、Al2O3の特性について検討を進め

た。Al2O3の融点は2054℃であるので、これまでの注入温

度では融解しないことが判明した。一方、SiO2の融点は

1620℃前後であることが判明した。これにより溶鋼中の

介在物を吸着する表面活性なクラスター集団のその中心

的な役割をSiが担って、介在物を捕捉し、溶鋼の清浄化

を促進したことにより、溶鋼の過冷度が増大したものと

推論した。非常に特徴的なのは、SiO2の密度は2.2g/cm3

で、La、Ceの1/3程度であり、生成物の浮上性は非常に

良好であることである。

（2）Siがクラスター現象の中心的な役割を担っていると考え

ると、その本質的理由は何か 5）、溶鋼の中でSiO2が溶融

（本研究では1620℃が最適）することは、共有結合の破壊

を意味し、Si原子は原子核の最外殻にある電子4個（周期

律表の原子番号11から18の中間に位置する14の珪素が

最も共有結合に有利である）を総動員して、4方向に渉っ

て、共有結合を求め、共有を含めて8個の安定した構造

をつくろうとする。この表面活性な活動の行動が基本と

なって、結果として、溶鋼の清浄性を高める結果になっ

ているものと考えられる。

（3）15kgの普通炭素鋼を高周波炉で溶解したときの恐怖

高橋が定年間近の2月に、15kgの炭素鋼（0.23wt.％C）を

はじめて高周波炉を用いて溶解し、正規の添加処理を行

い、溶鋼を徐冷した。溶鋼中の測温は高橋が行なってい

た。溶鋼量も多いことなので、比較的に浅い過冷却で凝

固が行なわれるのではないかという心情が優先していた

のが、実際は1723K（1450℃）を過ぎても溶鋼状態に変

化はなく、流動性が維持されていた。1693K（1420℃）（約

80Kの過冷である）近くになってきたとき、私に恐怖感

が生まれ、実験を継続できなくなり、溶鋼の表面に酸素

を吹きつけて中断した。いま思い起すと、そのまま継続

すると、これまでのタンマン炉の成果より、より容易に

1673K（1400℃）より温度が下がり、液体から固体への相

変態が急激な潜熱の放出と共に生じ、過飽和固溶体凝固

をすることになったものと判断される。高周波溶解で、

何故容易に過冷度が増大したのか、その大きな要因の一

つは、高周波溶解では溶鋼内に対流が生じ、クラスター

現象と生成した介在物の浮上性が有効に働く結果になっ

たものと考えられる。

（4）原子・分子にかかわるクラスター現象の特性について 6）

「クラスター」とは原子・分子が数個から数千個が集合し

た直径数nm（ナノ・メートル、100万分の1mm）以下の

超微小粒子である。クラスターを構成する原子・分子の

数が増加するにつれて、その特性は顕著に変化し、100程

度（粒子径1nm程度）で変化が緩くなり、固体や液体の

性質に次第に近づき、原子・分子と固体や液体などの中

間に位置する第4の物質系と考えられる。

クラスターは構造のゆらぎが大きいなど、原子・分子や

固体・液体とも異なった独特の性質を示すとされている。

クラスターのもっとも注目すべき特徴は、クラスター表

面を構成する原子数の割合がバルクに比べて圧倒的に高

いことである。このようにクラスターでは表面原子の結

合不飽和性が高いことから、バルク表面とは異なる触媒

活性が発現する可能性がある。

（5）過飽和固溶体凝固（本実験では過冷度100Kで溶鋼が一

気に固体に相変態する）

この現象は、溶鋼の緩冷却過程で生じたことで、明らか

に結晶核生成要因を排除した結果であると考えられる。

過冷度による組織変化の写真を図1に示す。

図1　Fe-C合金の過冷凝固組織。（a）はREM 無添加
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	4	 本研究の反省と進展
結晶核要因を排除する要諦を把握するまで、随分と長い経

過を歩んだ。当初はLa、Ceに基点があると思って研究を進

めたが、注入管が溶けるという偶然性に助けられ、かなりの

過冷度の進展をみたが、疑問を投げかける点がいくつかあっ

た。注入管の使用にAl2O3でできたものでは、20K以下の抑

制された過冷度であった。また溶鋼上部のミニスカスにで

きるスラグが、過冷度の低いときは線分析ではAlが主流で

あり、高いときはSiが主流になっていた。注入温度が1893K

（1620℃）が適当であることの意義を見過ごしていた。前文

でも述べたが、長い年月の後に得た閃きが、より確実性の高

い方向に導くことができた。

SiO2の融解によって生じたSi原子は原子論的に非常に表

面活性で、三次元の巨大分子をつくることができることな

どが予想され、比重が軽くて、浮上性が良いことが大きなメ

リットである。La、Ceは重く、単独では浮上性が良くない。

今後はSiO2の分解による短命であるSiクラスターの活動の

場を溶鋼の対流などで効果的に活用することが重要であると

思う。

	5	 おわりに
北海道大学（2010）での学会やふぇらむヘの発表に協力さ

れた秋田大学材料工学専攻の大笹憲一教授に厚く感謝致しま

す。
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	1	 日本鉄鋼業の概況
我が国の経済は、2008年の世界金融危機を克服し、一昨年

から昨年に掛けて、外需や政府の経済対策による需要創出や

雇用の下支え効果により、だいぶ持ち直してきた。この結果、

2010年度の国内総生産の実質成長率は3.1％程度、国民の景

気実感に近い名目成長率でも1.1％程度と3年ぶりのプラス

成長が見込まれている（図1）。しかしながら、2010年の後半

から、急速な円高の進行や海外経済の減速懸念により、経済

情勢の足踏み状態が続いている。（内閣府：月例経済報告（平

成23年1月）、平成23年度の経済見通しと経済財政運営の基

本的態度（平成23年1月24日））

また、2010年の中国の国内総生産は、実質で対前年10.3％

増加し、我が国を抜いて米国に次いで世界2位になった。

我が国の長年にわたる成長率の低迷、デフレ傾向を脱する

新たな成長戦略が喫緊の課題となっている。政府では、2010

年6月に経済、財政、社会保障の強化を図るために、グリーン

イノベーション、ライフイノベーション等の7つの戦略分野

における国家戦略プロジェクトを定めた「新成長戦略」を取

りまとめた。戦略を早期に実現するための諸施策の推進が望

まれる。

このような中、2010年の我が国の鉄鋼業は、高い成長率を

示すアジア諸国を中心とした新興国向けの輸出の回復や政府

の景気刺激策による内需の回復等により粗鋼生産量は暦年で

は2年ぶりに1億トンレベルを回復し、世界金融危機以前の

約90％を超える水準となった（図2）。

しかし、足元では、景気対策の終了や急激な円高の影響等

により昨年の夏以降は足踏み状態が続いており、予断の許せ

ぬ状況となっている。一方で、昨年には2011年度税制改正

において法人実効税率が5％引き下げられることが閣議決定

されたこと、地球温暖化問題ではCOP16において京都議定

書の延長回避が図れたこと、資源問題では資源大手サプライ

ヤーの統合問題が断念されたこと等の鉄鋼業にとって重要な

展開があった。

日本鉄鋼協会　生産技術部門
The Technical Society, the Iron and Steel Institute of Japan

2010年鉄鋼生産技術の歩み
Production and Technology of Iron and Steel in Japan During 2010

図1　 我が国の国内総生産（GDP）、実質成長率の推移 
出所：内閣府資料から作成

図2　 我が国の粗鋼生産量の推移 
出所：日本鉄鋼連盟資料より抜粋
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我が国の鉄鋼業としては、継続して地球温暖化や資源問題

を克服しつつ、国際競争力を確固たるものにしながら、更な

る成長を図っていく必要がある。

以下に、2010年の鉄鋼生産技術の歩みを振り返る。

1.1　世界の鉄鋼業の概況

2011年1月21日 に 世 界 鉄 鋼 協 会（WSA：World Steel 

Association）が発表した2010年の世界粗鋼生産量は14億14

百万トンで、国別では表1に示す通りとなった。この情報に

よると、以下のような特徴点をあげることができる。

① 最近の世界粗鋼生産量は、2007年の13億46百万トンが

ピークであったが、2008年後半の世界金融危機の影響で

2008年、2009年は対前年比マイナスであった。2010年に

は、この影響を克服し、対前年比15％の伸びとなり、世界

粗鋼生産量の新記録となった。

②  2009年は、世界金融危機の影響で粗鋼生産量は減少した

が、2010年は、ほぼ全ての主要国が対前年比2桁を超える

伸びとなった。日本、韓国やEU主要国では20％代の伸び

であったが、特に米国は38.5％の大幅な伸びとなった。

③ 一方で、中国、インドの粗鋼生産量の推移は特徴的である。

2009年には、世界的な経済情勢の悪化の影響を受けて、軒

並み減少であったが、中国、インドは逆に増加し金融危機

等の影響が強く見られなかった。2010年に関しても、対

前年比1桁の伸びであるが、着実な成長を窺わせる結果と

なった。中国の2010年の粗鋼生産量は6億27百万トンと

なり、世界の粗鋼生産量の約44％となった。

次に、主要鉄鋼企業における粗鋼生産量の状況について、

見てみる。Metal Bulletinのレポートによると、2009年（2010

年6月公表）暦年では、1位のArcerol Mittalの73.2百万トン

に続いて、中国の河北鋼鉄集団、上海宝鋼集団、武漢鋼鉄が

いずれも30百万トンを超える規模で続く結果となった。我

が国では、韓国のPOSCOに続いて新日鐵が6位、JFEスチー

ルが9位だった（表2）。

特に、中国では鉄鋼企業の再編により、企業グループでの

規模が拡大し、世界の上位30社に12社が入る状況となって

いる。中国1位の河北鋼鉄集団は2008年に河北省に本拠を置

く、唐山鋼鉄集団等の企業再編によって発足した。中国では、

前述のように国内総生産も2桁成長という高い経済成長を持

続しており、顕著な事例として自動車生産台数（乗用車、バ

ス・トラック）を見てみると、2009年に1,379万台で世界トッ

プとなったが、更に2010年には対前年比32％増加の1,826万

台となり、我が国の963万台の概ね倍の規模となった（（社）

日本自動車工業会：自動車統計月報（vol.44 No.10））。

このような動向により、世界粗鋼生産設備稼働率は、2008

年秋以降の世界金融危機前における約90％超レベルから、

2008年末には約58％へ低下したが、2009年末には約70％超

のレベルに回復し、昨年2010年の前半には約80％を超える

水準に回復した（図3）。

1.2　日本の鉄鋼業の概況

我が国の経済情勢は世界金融危機の影響を克服し、2010年

の前半は諸対策の効果により持ち直してきたが、急速な円高

等により2010年の後半からやや足踏みの状態にある。以下

に、我が国の鉄鋼業の概況を振り返る。

表1　 世界各国の粗鋼生産量推移 
出所：WSA資料より作成

表2　 主要鉄鋼企業の粗鋼生産上位30社 
出所：Metal Bulletin資料より作成
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1.2.1　鉄鋼需要産業の動向

土木建築関係では、道路、下水道、治山治水等の公共土木

工事受注額が連続して前年同月比マイナスであったが、民間

土木工事受注額が不動産業や運輸通信業でプラスとなったた

め、年後半から回復基調となった。また、新設住宅着工戸数

がローン金利優遇策や住宅エコポイント制度等の諸施策の効

果によりプラスに転じ、年後半から年率換算着工戸数が80万

戸超となり持ち直してきた。

自動車関係では、前半はエコカー補助金制度等の効果によ

り国内新車販売台数は対前年比増加の傾向であったが、9月

初旬に補助金制度が終了したため減少傾向に転じた。生産台

数は、2010年暦年では、年前半の販売好調に支えられ、963

万台に回復した。

産業機械関係では、年初から内外需ともに回復傾向とな

り、特に外需が好調なボイラ・原動機、土木建設機械、金属

加工工作機械において増加傾向が続いている。

電気機械関係では、重電機、薄型テレビ等の需要が好調な

民生用電子、電子部品等が年間を通じて回復基調となり前年

水準を上回る見込である。

造船関係では、新たな建造許可が年末には170万グロスト

ン/月レベルとなっており、手持ち工事量も2008年度の約

6,400万グロストンレベルから約4,800万グロストンへ減少

している。造船の活動水準は2010年も微増ながら、横ばいの

状況が継続している（表3）。

1.2.2　鉄鋼生産状況

2011年1月20日の（社）日本鉄鋼連盟の発表によると2010

年の我が国の粗鋼生産量は1億960万トンで、前年2009年の

8,753万トンから2,207万トン増加して、2年振りに1億トン

台を回復した。これまでの最高水準であった2007年の1億

2,020万トンには及ばないが、かなりの回復となった。ただ

し、四半期毎の推移でみると、年初のペースに比較して年後

半では経済情勢を反映して停滞気味となった。炉別生産で

は、転炉鋼が8,576万トン、電炉鋼が2,385万トンで、いずれ

も前年比約25％の増加となった。また、鋼種別では、普通鋼

が8,492万トン（前年比約26％増加）、特殊鋼が2,468万トン

（前年比約53％増加）となった。特に、特殊鋼では機械構造用

炭素鋼、構造用合金鋼、工具鋼、高抗張力鋼等の殆どの鋼種

で増加となったため、前年比で大きな増加となった。日本鉄

鋼連盟では、2011年度の粗鋼生産量は1億1,000万トン程度

の水準を維持する見通しとしている（図2）。

1.2.3　鉄鋼原材料の動向

2010年は、中国、インド等のアジア地域の経済成長に伴う

実需の伸びに加えて世界的な経済情勢の回復に伴って、粗鋼

生産量は過去最高レベルとなった。このため、主要な鉄鋼原材

料である鉄鉱石、原料炭ともに供給がタイトな状況になった。

2004年以降、毎年高騰が続いていた鉄鉱石や原料炭の価格

は、世界金融危機の影響で粗鋼生産量が減少したため、2009

年度に一旦低下したが、2010年に入ってから粗鋼生産の伸び

とともに再び高騰した。鉄鉱石では、年後半には、塊鉱石、粉

鉱石（豪州ヘマタイト鉱対日価格）ともに2008年レベルを遥
図3　 鉄鋼設備稼働率の推移 

出所：WSA資料より抜粋

表3　 鉄鋼需要産業の動向  
出所：日本鉄鋼連盟資料より作成
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かに超えトン当たり150＄レベルになった。また、原料炭につ

いても同様の傾向にあり、強粘結炭（豪州産対日価格）では

トン当たり220＄レベルに高騰した。（鉄鋼会社HP資料等）

また、年後半には豪州での記録的な洪水により、特に原料

炭では操業停止や減産による多大な影響を生じ、鉄鋼各社に

よる代替ソースの確保努力を行うもののスポット購入等によ

り価格への影響も懸念されるとの報告もあった。

1.2.4　鋼材輸出入の動向

2010年の鉄鋼輸出実績は4,340万トンで2008年の3,813万

トンを超えて史上最高となった。鋼材の内訳は、普通鋼鋼材

が2,931万トン、特殊鋼鋼材が778万トンで、特に特殊鋼の増

加が顕著であった。最大の輸出先は韓国（1,096万トン）で、

以下、中国（751万トン）、タイ（484万トン）台湾（396万トン）

であった。

一方で、鉄鋼輸入実績は、721万トンで主要な仕入れ先は

韓国、台湾、中国であった（日本鉄鋼連盟公表）。

2010年暦年の粗鋼生産量は、1億1千万トンレベルと世界

金融危機前の90％を超える水準まで回復し、企業収益も改善

の兆しが見られるようになった。2011年も同レベルの粗鋼生

産量が見込まれるが、現下の円高の影響や資源高騰、地球温

暖化への対応を図りつつ、グローバルな市場での国際競争力

の強化を図ることが一層重要な課題になるものと考えられる。

	2	 技術と設備
2.1　日本鉄鋼業の技術的環境

一昨年、2009年は世界金融危機の影響により、大幅な減産

から増産への対応が必要であったが、2010年は概ね1億トン

強のレベルで推移した。技術的には、ますますグローバル化す

るユーザーに対応した高度な製品技術を追求するとともに原

燃料資源の劣質化、価格高騰への対応、エネルギーや地球温

暖化問題への対応技術が引き続き重要な課題となっている。

一方で、2010年には、鉄鋼各社のこれまでの海外展開に加

えて、インド、タイ、ベトナム、マレーシア等のアジア諸国、

ブラジル、メキシコ等の中南米諸国に対して、自動車用鋼板・

表面処理技術、各種鋼管製造技術、新鉄源技術等で新たな海

外展開が積極的に行われた。

鉄鋼技術分野での大型国家プロジェクトとしては、引き続

き、抜本的なCO2削減を狙った「環境調和型製鉄プロセス技

術開発（COURSE50）」プロジェクト、製銑プロセスの効率化

や省エネルギーを目標とする「資源対応力強化のための革新

的製銑プロセス技術開発」、鉄鋼材料及び鋼構造体を高機能

化する基盤的研究開発を行う「鉄鋼材料の革新的高強度・高

機能化基盤研究開発」（いずれも経済産業省）が推進された（第

3.3項参照）。

政府の科学技術政策に関しては、総合科学技術会議で2011

年度からスタートする第4期科学技術基本計画の検討が進

められ、鉄鋼技術分野との関連では、課題達成型のイノベー

ションとして、地球温暖化対策に向けたグリーンイノベー

ションの推進、我が国の産業競争力の強化等の重要課題に関

する施策が盛り込まれた。

以下に、各分野別に主要な技術動向を概説する。

2.2　製銑

2010年の銑鉄生産量は、2008年末から2009年にかけて

の大幅な減産から回復したため、8,228万トンと2009年の

6,694万トンと比べ22.9％増となった（2008年は8,617万ト

ン）。平均出銑比は2009年の1.73トン/m3・日に対して、1.95

トン/m3・日と、大幅に増加した。

個別高炉改修と休止・バンキングなどの動きを表4に示す。

2010年末の稼働状況については、2009年末が26基に対して

27基と1基増加した。内容積5,000m3以上の高炉は1基増加

し13基となった。

JFEスチール（株）西日本製鉄所倉敷地区第3高炉は、2009

年10月より改修に入り、2010年2月11日に火入れを行った。

内容積を4,359m3から5,055m3に拡大し、高炉制御室および

制御システムを全面更新した。また、高耐蝕性レンガの採用、

炉体冷却設備の強化等の炉寿命延命対策も施し、従来以上の

長寿命化を図っている。

同社ではまた、2009年2月から休止していた西日本製鉄所

福山地区第3高炉の改修工事を決定し、2011年5月に工事を

完了する予定である。炉容積の拡大もあわせて、福山地区に

表4　個別高炉の動き（2010年）
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おける粗鋼生産能力は年間1,300万トンとなり、西日本製鉄

所粗鋼生産能力2,300万トン、全社粗鋼生産能力3,300万トン

体制が確立することになる。

コークス炉に関しては、JFEスチール西日本製鉄所倉敷地

区第6コークス炉（B団）増設部が12月15日に稼働を開始し

た。「SCOPE21」で開発された要素技術である低NOx燃焼シ

ステムを採用し、環境負荷低減にも十分配慮したものとなっ

ている。

2.3　製鋼

2010年の粗鋼生産は、製銑同様、前年より大幅に回復して

いる（図2）。

圧延用鋼塊に占める連鋳鋼片の比率を図4に示す。毎年順

調に連鋳比率が増え、普通鋼が99.9％、特殊鋼は96.4％に達

している。

新設備としては、新日本製鐵（株）君津製鐵所にて、真空脱

ガス設備が設置された。これはエネルギー向け厚板製造や自

動車用鋼板等の高級鋼需要への製造対応力を強化するため、

鋼の二次精錬設備である脱ガス設備を増設し、2010年4月よ

り本格稼働を開始したもので、設備能力は約200万トン/年

である。

JFEスチール西日本製鉄所福山地区では、総額約500億円

を投入し、第3製鋼能力増強工事（第7連鋳機建設・スラブ

手入設備建設・5RH増強）を実施した。第7連鋳機は単スト

ランドとしては世界最大級の240万トン/年の能力で、これ

までに培った操業技術を集積し2010年4月稼働以降ノーブ

レークアウトを継続し、業界トップクラスの垂直立ち上げで

10月には21万トン/月の世界最高レベルのストランドあた

り粗鋼生産量を達成した。さらに高度なモールド内溶鋼流動

制御技術を導入し、自動車用鋼板等、国内外の高級鋼需要に

対応している。また、連鋳機建設に合わせて、スラブ手入設

備（能力100万トン/年）・第5真空脱ガス設備の増強（能力

310万トン/年）も実施した。同社東日本製鉄所京浜地区で

は、製鋼能力増強（No2RH建設など）を行った。すなわち高

級鋼の需要拡大に対応するため、総額180億円を投入し、第2

真空脱ガス設備の増設（能力95万トン/年）、第1連続鋳造機

の機長延長を実施した。第1連続鋳造機は垂直曲げ型の鋳片

軽圧下設備を保有する連鋳機で、本設備投資によりさらに約

70万トン/年の高級鋼製造が可能となった。

（株）住友金属小倉では、2010年10月に脱りん炉を稼働さ

せて、環境・品質・コスト・物流をキーワードとした一連の

製鋼革新投資を完成させた。脱りん炉ではスラグ排出量の抑

制に加え、同社開発の粉体上吹き法の導入により、短時間で

の高効率脱りん処理が可能となっている。

新技術としては、住友金属工業（株）鹿島製鉄所および（株）

住金鋼鉄和歌山では、RH酸素上吹き用スパイクノズルを開

発・適用した。スパイクノズルは、数値解析により設計され

たRH酸素上吹き用新型ノズルであり、高酸素流量でもスピッ

ティング発生抑制が可能という特徴を有している。これによ

り、二次精錬が高速化され、生産効率向上が可能となった。

トピックスとしては、住友金属工業の、低りん鋼の高効率

生産と環境負荷低減の同時実現、があげられる。これは、溶

銑脱りん剤として用いていた高融点の塊生石灰を、粉体にし

て酸素ガスとともに上吹きランスから溶銑浴面上の高温の

火点へ吹き付けて、生石灰の溶解と脱りん反応を促進できる

「新溶銑脱りん法（SRP-Z）」を開発したものである。更に、取

鍋スラグを脱りん剤としてリサイクルすることで、脱りん率

の顕著な向上とスラグの路盤材化を実現している。

その他、日本金属工業（株）衣浦製造所では、電気炉で発生

するスラグを再生砕石として製品化することで下層路盤材を

製造し、愛知県のリサイクル資材制度「あいくる」の認定を取

得した。自然砕石の代替として資源節約の観点から、あいくる

材として登録された資材は県の公共工事で率先利用される。

2.4　厚板・条鋼・鋼管

2.4.1　厚板関連

JFEスチールは、東日本製鉄所京浜地区厚板工場の仕上げ

圧延機の直後に、高度エンジニアリング技術を用いた冷却シ

ステムを配置し、従来に比べて圧延能率や目的の温度的中精

度を著しく高めた世界初の水冷中圧延を実現した（呼称：スー

パー CR）。

住友金属工業は、鹿島製鉄所の厚板用加速冷却装置を全面

更新した（呼称：DAC-n）。これによりグレードX100以上の超

高強度ラインパイプ母材の量産化対応や厚板品質高度化を推

進しエネルギー分野での一層の差別化が可能となった。本装

置は2010年8月に完工し、2011年1月に本格商業生産に入る。

図4　 圧延用鋼塊に占める連鋳鋼片の比率  
出所： 経済産業省 経済産業政策局 調査統計部鉱工業動態統計

室「鉄鋼・非金属・金属製品統計月報」
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新日本製鐵は、大分製鐵所の厚板製造ラインに対し一貫生

産能力および高機能鋼製造能力向上のため、粗圧延機と第2

剪断ラインを新設。これらにより、生産能力が大幅に向上し、

月産23万トンを達成した。

2.4.2　条鋼関連

・ 棒鋼の設備に関しては、合同製鐵（株）船橋製造所にて、直

送圧延率向上のため、①連鋳機から粗圧延機の間にビレッ

ト搬送装置を新設、②保温カバーを連鋳機シャー以降に設

置、③中間圧延機1基のモーター容量を1.4倍にアップさせ

た。これにより粗圧延投入時のビレット温度が従来と同等

になり直送率が50％強まで上昇した。2011年初頭には80％

まで引き上げて燃料原単位を50％圧縮する予定である。

JFE条鋼（株）仙台製造所では、表面欠陥の出やすい鋳

片角部を重溶削できるホットスカーフに更新してスカー

フィングの効率化とビレットの表面品質向上を図った。

・ 形鋼の設備に関しては、トピー工業（株）豊橋製造所にて、

LNGサテライトを建設して加熱炉の燃料を重油からLNG

へ燃料転換し、CO2排出量を年間13万5千トン削減した。

・ 線材の設備に関しては、新日本製鐵釜石製鉄所にて、加熱

炉出口側にフラッシュバット溶接機を設置して製造ライ

ン上でビレットを接合し、エンドレス圧延法を確立した。

これにより大単重コイルが供給可能になり、効率生産にも

寄与した。現状の適用率は20％であるが、50％まで高める

予定である。

・ 線材の製造技術に関しては、住友金属小倉で高炭素Cr鋼

線の製造に適用されていたダイス伸線と焼鈍処理に替わ

り、3方ロール圧延機のロール形状を最適化することで製

造途中での断線を抑制し、寸法形状が安定した冷間圧延法

を開発し、これにより圧延での製造が可能となりコスト削

減とリードタイム短縮を達成した。

2.5　計測・システム・分析

住友金属工業において、自動車の衝突安全性を評価するた

めの落錘試験装置に対し、錘体吊り下げ台車と高精度ガイド

レールを導入して改良して高精度化を行った。これにより、

試験体に一定の角度で荷重を加える試験が高精度で実施でき

るようになった。

JFEスチールでは、鋼管に内圧をかけた状態で曲げ変形を

与え、外径48インチ（1219mm）の高強度鋼管の曲げ座屈限

界変形量と曲げ破壊限界量が調査できる検査装置を世界で始

めて開発した。

2.6　環境・エネルギー

2.6.1　政府の取組み

2010年11月29日から12月10日までメキシコのカンクン

において、気候変動枠組条約第16回締約国会議（COP16）、

京都議定書第6回締約国会合（CMP6）が開催された。本会議

および会合における成果としては概ね以下のとおりである。

①  COP16では、「コペンハーゲン合意」に基づく、2013年以

降の国際的な法的枠組みの基礎になり得る、包括的でバラ

ンスの取れた決定が採択された。その一部として、同合意

の下に先進国および途上国が提出した排出削減目標等を

国連の文書としてまとめた上で、これらの目標等をCOP

として留意することとなった。これにより、我が国が目指

す、すべての主要排出国が参加する公平かつ実効的な国際

枠組みの構築に向けて交渉を前進させることとなった。

②  CMP6では、京都議定書第二約束期間に対する各国の立場

を害しない旨脚注で明記しつつ、COPと同様に先進国の

排出削減目標をまとめた文書に留意することとなった。

2.6.2　日本鉄鋼業の取組み

日本鉄鋼連盟の統計（出典：平成22年12月、『鉄鋼業にお

ける地球温暖化対策の取組』、自主行動計画参加会社の実績

値集計）によれば、2009年度の粗鋼生産量は9,372万トンと、

1990年度比10.5％減となった。このような中、省エネ対策を

積極的に推進することにより、2009年度のエネルギー消費量

は2,018PJと、1990年度比で17.2％の減少となった。また、エ

ネルギー起源CO2排出量は165.6百万トン -CO2と、1990年度

比17.5％の減少となった。

日本鉄鋼連盟は、2010年12月に「鉄鋼業の環境保全に関す

る自主行動計画」として、以下の取組み内容を明らかにした。

a）鉄鋼生産工程における省エネルギーへの取組み

① 粗鋼生産量1億トンを前提として、2010年度の鉄鋼生産

工程におけるエネルギー消費量を、基準年の1990年度

に対し、10％削減（エネルギー消費量の10％削減に見合

うCO2排出量は9％削減として設定）。

② ただし、粗鋼生産が1億トンを上回る状況においても京都

メカニズムの活用等も含め目標達成に最大限努力する。

③ 上記目標は、2008 ～ 2012年度の5年間の平均値として

達成する。

b）社会における省エネルギーへの貢献

① 集荷システムの確立を前提に、廃プラスチック等を100

万トン活用。

②製品・副産物による社会での省エネルギー貢献

③国際技術協力による省エネルギー貢献

④未利用エネルギーの近隣地域での活用
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⑤民生・業務・運輸における取組みの強化

c）革新的技術開発への取組み（COURSE50）

①高炉ガスからのCO2分離回収技術

②コークス炉ガス改質水素による鉄鉱石の還元技術

また、日本鉄鋼連盟は、2009年11月に「日本鉄鋼業の地球

温暖化問題への取組みの考え方」として「日本鉄鋼業は、世

界最高水準のエネルギー効率の更なる向上を図るとともに、

日本を製造・開発拠点としつつ、製造業との間の密接な産業

連携を強化しながら、エコプロセス、エコプロダクト、エコ

ソリューションを世界に発信し、日本経済の成長や雇用創出

に貢献するとともに、地球温暖化対策に積極的に取り組む」

ことを明らかにした。

このうち、エコプロダクトについては、2020年の目標とし

て、3,000万トンのCO2排出削減効果を推定しており、2009

年度で1,881万トンの貢献をしていると推定している。

また、エコソリューションについても、2020年の目標とし

て、7,000万トンのCO2排出削減効果を推定しており、2009

年度で3,300万トンの貢献をしていると推定している。

2.6.3　鉄鋼各社の取組み

新日本製鐵棒線事業部釜石製鐵所は、経済産業省系の補助

制度を活用し、林地残材バイオマスの既設石炭火力発電所

（発電出力149,000KW）での石炭混焼試験を2010年10月か

ら開始した。今後は、操業状況を見極めながら段階的に混焼

率を上げていき、2011年3月まで実証試験を継続する。将来

は混焼率2％で年間5,000トンの林地残材バイオマス資源を

活用し、年間約7,000トンのCO2削減を見込んでいる。

新日本製鐵と（株）神戸製鋼所は、「製鉄ダスト系副産物の

リサイクル及び還元鉄の生産・利用に関する共同事業の推進」

の一環として、新日本製鐵広畑製鐵所構内に回転炉床式還元

炉（RHF）、ホットブリケットマシンを新たに建設し、関西圏

全体での効率的な製鉄ダストのリサイクルとゼロエミッショ

ン推進に取り組む。今回建設のRHFは、原料処理能力が約22

万トン/年、2011年10月の稼働を予定。

JFEスチールは、2010年8月にインドネシアにおいて「マ

リンブロック™」を用いたサンゴ礁再生の本格的な実証試験

を開始した。「マリンブロック™」は、鉄鋼製造工程で副産物

として生じる鉄鋼スラグに二酸化炭素を吹き込み固化したも

ので、サンゴや貝殻と同じ主成分を有し、海草やサンゴ着生

効果を持つ藻場・サンゴ礁造成用ブロックである。

なお、環境改善に貢献する新製品が、各社から幾つか発表

されている。詳細は新製品項を参照されたい。

2.7　その他

2.7.1　スラグ、ダスト関連

・ スラグ：2010年は、高炉各社がスラグの海洋利用を目指し

た実証試験を拡大している。高炉スラグや製鋼スラグを用

いて、新日本製鐵が藻場再生用ブロック、JFEスチールが

サンゴ再生用ブロック、住友金属工業と神戸製鋼所が人工

漁礁を製造し実証試験を展開中である。

・ ダスト：スチールプランテック（株）が電炉から発生する

ダストからZn、Feの回収と無害化を実現した溶融還元方

式の処理プロセスを実用化し、その1号機を台湾で稼働さ

せた。

2.7.2　大型油圧式自由鍛造プレス関連

2010年は、世界的エネルギー需要の成長を見越した原子力

発電関連、あるいは石油精製関連や船舶関連の大型鍛鋼品事

業拡大のため、（株）日本製鋼所では1万4千トン油圧プレス、

神戸製鋼所では1万トン油圧プレス、日本鋳鍛鋼（株）では1万

3千トン油圧プレスが竣工した。これに合わせ日本製鋼所と日

本鋳鍛鋼では世界最大の650トン鋼塊実用化開発にも着手し

た。

これ以外でも、山陽特殊鋼（株）では5千トン油圧プレス、

太平洋製鋼（株）では8千トン油圧プレスの導入が決定して

いる。

2.7.3　その他

愛知製鋼（株）では、急拡大が予想されるネオジウム系異

方性ボンド磁石用磁粉の量産工場が竣工した。粉体の特性を

生かした流体搬送技術を開発して連続工程・自動化生産を可

能とし、完全無酸化雰囲気での製造も可能となった。生産能

力は、2012年度で月産100トンを目指す。

	3	 技術貿易・技術開発
3.1　技術貿易

2010年の1年間における技術貿易の内訳について、本会維

持会員企業（79社）を対象に調査した結果を表5に示す。技

術輸出は2009年の17件に対して15件と減少した。輸入は

2010年には実施されなかった（2009年は1件）。

輸出対象地域は、アジアが全体の33％を占め、次いで北ア

メリカ、中南米が続く。技術分野では鋼管分野が100％を占

めている。

図5に鉄鋼業の2009年度までの技術貿易収支を示す。技術

輸出対価受け取り額は前年度よりも3％増加し、技術輸入対

価支払い額は大きく減少（－59％）した。
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3.2　研究費支出・研究者数

総務省統計局「科学技術研究調査結果」にある企業等第1

表のデータに従い、以下の3項目に関する推移を図6 ～図8

に示す。

3.2.1　売上高対研究費支出比率

全産業・鉄鋼業とも支出比率が前年対比増加した。両者と

も売上高と研究費が減少したが、売上高減少額に比較し研究

費減少額がさほど大きくないためである。

2010年の鉄鋼業は売上高減少額が大きく、これを反映して

支出比率が1.39と増加した（前年対比＋0.42）。

3.2.2　従業員1万人あたりの研究本務者数

鉄鋼業では従業員数の減少が大きかったため、2009年の

345人から2010年は396人と大きく増加した。一方、全産業

も増加傾向が継続した。全産業の研究本務者数は、約49万人

表5　 技術輸出・技術輸入状況（期間：2010年1月1日～ 12月31日）

図7　 従業員1万人当りの研究本務者数の推移  
出所： 総務省統計局統計センター「平成22年科学技術研究調査

結果」

図8　 研究本務者1人当たりの研究費の推移  
出所： 総務省統計局統計センター「平成22年度科学技術研究調

査結果」
図5　 鉄鋼業の技術貿易収支 

出所：総務省統計局統計センター「科学技術研究調査報告」

図6　 売上高対研究費支出比率の推移  
出所： 総務省統計局統計センター「平成22年科学技術研究調査

結果」
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と前年度とほぼ同等であった。

3.2.3　研究本務者1人あたりの研究費

2009年の経済環境の影響で、全産業・鉄鋼業とも研究費が

大きく減少した反面、研究本務者数の減少が少なかったため、

研究本務者1人あたりの研究費は、いずれも大幅に減少した。

3.3　公的資金を活用した研究開発の動向

鉄鋼関連の技術開発プロジェクトに関しては、2010年度終

了テーマは、①「腐食試験装置に関する調査」、②「チタン革

新製造プロセス開発」などである。

2010年度着手の主なプロジェクトとしては、①「難利用鉄

系スクラップの利用拡大のための研究開発」（2010 ～ 2012年

度）、②「水素製造・輸送・貯蔵システム等に使用する金属材

料開発および国際標準化、規制見直しに資する評価試験法の

開発、材料データの取得に関わる研究開発」（2010 ～ 2012年

度）、③「複雑系数理モデル学の基礎理論構築とその分野横

断的科学技術応用」（2010 ～ 2012年度）、④「収束イオンビー

ム／レーザイオン化法による単一微粒子の履歴解析装置」

（2010 ～ 2012年度）、⑤「超急冷遷移制御噴射技術で非晶質

／ナノ組織金属の大面積薄膜開発」（2010 ～ 2011年度）など

である。

また、主要継続プロジェクトは、①「資源対応力強化のた

めの革新的製銑プロセス技術開発」（2009 ～ 2011年度、低廉

次世代コークスの製造とそれを利用した高炉操業プロセスの

開発、2010年度4.2億円）、②「戦略的原子力技術利用高度化

推進」（2009 ～ 2011年度、主要原子力資機材研究開発等の支

援、2010年度14.8億円）、③「環境調和型製鉄プロセス技術開

発」（2008 ～ 2012年度、高炉からのCO2排出量削減技術と高

炉ガスからのCO2分離技術の開発、2010年度18.6億円）、④

「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研究開発」（2007 ～

2011年度、高級鋼材の革新的溶接接合技術の開発と先端的制

御鍛造技術の基盤開発、2010年度3.5億円）、⑤「先進超々臨

界圧プラント（A-USC）技術開発」（2008 ～ 2016年度、2010

年度7.4億円）などである。

公的資金を取得して行っている鉄鋼関連の研究・技術開発

テーマについて、本会の主要な維持会員会社に調査した結果

を表6に示す。プロセス、環境・エネルギー分野、材料開発分

野などで多くのテーマが取り組まれている。

	4	 技術人材育成
本会では、これまでも業界横断的な技術系中核人材育成

を目的として、各種の育成事業（鉄鋼工学セミナー、鉄鋼工

学セミナー専科、鉄鋼アドバンストセミナー、学生鉄鋼セミ

ナー）を実施しているが、2010年には2011年度から開始する

以下の新事業の企画立案を行った。

一つは、大学と産業界の人材育成のギャップを埋め、連携

することで我が国の産業競争力の維持、向上を図る目的で、

2008年度から、経済産業省の施策として実施してきた「産学

連携人材育成パートナーシップ」事業の継承である。この事

業の中では、基礎教育強化事業や目的型インターンシップ

事業、開発マネジメント事業を試行してきたが、2011年度か

ら、主に基礎教育強化事業を本会の育成事業に取込んで実施

する予定である。

また、大学学部生の低学年を対象に、ものづくり産業であ

表6　鉄鋼業における公的資金取得研究テーマの一例
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る鉄鋼産業の魅力を伝えて業界への関心を喚起する目的で、

鉄鋼企業の経営幹部が順番に講義を行う大学特別講義を新た

なプログラムとして実施する予定である。

	5	 協会における技術創出活動
5.1　技術部会

本会では、鉄鋼生産技術に関する研究および技術開発課題

発信を生産技術部門が中心となって行っている。その活動の

種類および内容を表7に示す。

特に本会特有の活動を推進している技術部会は、部会大会

を定期的に開催し、現時点で重要な課題を共通・重点テーマ

として調査等を行い、活発な議論を行っている。2010年度の

部会大会は、2009年度とほぼ同様に35の大会（春季17大会、

秋季18大会）が開催された。参加者延べ人数は2,860名（2009

年度2,667名）であった。部会大会への大学研究者の延べ参加

人数は64名（2009年度61名）と、2009年度と同水準であった。

また、技術部会は、学術部会との産学連携が定着し、部会

大会への大学研究者の参加や、学術部会との合同企画など交

流が推進されている。

特定技術課題を共同で重点的に検討する技術検討会も、

2010年度には16技術術検討会が活動し、「耐火物の破壊モデ

ル構築」（耐火物部会）等6件が終了、「熟練技能が必要な分析

手法の技術伝承」（分析技術部会）等10件が新規にスタート

した。

また、若手技術者対象の講演会や異業種見学・講演会など

部会活性化を狙った企画が2009年度に引き続き実施された。

5.2　技術検討部会

分野横断的、業際的技術課題を検討する技術検討部会は期

間を3年以内として活動している。

「実用構造用鋼における環境対応」を共通テーマとした技

術検討部会の活動が2009年度から活動を開始し、今年度は

引き続き溶接構造用鋼、機械構造用鋼における環境対応（省

資源・省エネルギー／ CO2削減）技術の調査研究が行われた。

「自動車用材料」検討部会は、2010年度から第Ⅵ期の活動

を開始した。特に、CO2削減の主要技術となるパワートレー

ンの改善、ハイブリッドカー、電気自動車などの環境対応車

における技術開発やライフサイクルアセスメントでの評価な

どに対する鉄鋼材料へのニーズ抽出することを重点課題とし

ている。

5.3　研究助成・研究会

「鉄鋼研究振興助成」では、2011年度の助成対象者として

新たに41件（若手20件）が採択され、2010年度に採択され

た33件と合わせて2011年度には合計74が助成されることに

なった。

「研究会」は、2010年度23研究会が活動し、その内の6研究

会が2011年3月に終了した。

2010年度には、知識集約型（A型）、技術開発型（B型）、鉄

鋼関連新分野探索型（C型）の各研究会で、6件が新規に活動

を開始した（表8）。なおA、B、C型研究会制度は2010年度で

終了し、2011年度からは新たに研究会Ⅰ（シーズ型）、研究会

Ⅱ（ニーズ型）制度が導入されることとなり、新規案件とし

て6研究会が採択された（表9）。

「産発プロジェクト展開鉄鋼研究」では、2007年度採択の

2件が2010年度で終了した。2009年度は、残念ながら新規採

択がなかったが、2010年度採択の1テーマが活動中である。

2011年度案件としては、新たに1件の採択が決まっている

（表10）。

謝辞

本稿の起草にあたって各段のご協力をいただいた日本鉄鋼

連盟および本会関係者の労に対し、深く感謝の意を表します。

 （2011年3月2日受付）

表7　技術部会の活動内容
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表8　2010年度活動　研究会

表9　2010年度採択　研究会

表10　産発プロジェクト展開鉄鋼研究の研究テーマ
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新製品
本会維持会員企業において2010年に開発が終了した新製品を表11に示す。

表11　新製品一覧表
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生産技術のトピックス
2010年の注目すべき技術開発、新設備、新製品などの概要

をご紹介します。

1.　低りん鋼の高効率生産と環境負荷低減の同時実現

住友金属工業（株）

住友金属工業は、溶銑脱りん工程において、脱りん剤であ

る高融点（2000℃以上）の生石灰を粉体にして酸素ガスとと

もに溶銑へ吹き付けて生石灰の溶解を促進させることにより、

高効率で溶銑脱りんできる技術（SRP-Z）を開発し、世界で初

めて実用化に成功した。現在、本技術は住友金属工業／鹿島

製鉄所、住金鋼鉄和歌山、住友金属小倉で実施されている。

また、鹿島製鉄所では取鍋スラグの脱りん炉へのリサイク

ルを実現した。取鍋スラグ中のAl2O3は生石灰の溶解を促進

することが知られていたが、スラグの泡立ちを促進するため

炉口からのスラグ横溢が生じ操業が困難だった。生石灰粉体

を吹き付ける本技術はスラグの泡立ちが抑制できるため、取

鍋スラグを脱りん促進剤として有効利用することが可能に

なった。

さらに、新プロセスSRP-Zは脱りん能力の向上に加えて、

以下の副次効果を生み出している。

（1）生石灰利用効率向上による生石灰原単位の削減

（2）生石灰の溶解率向上による脱りんスラグの路盤材化負荷

軽減（養生時間の短縮）

（3）粉体上吹きによるダスト低減

図　粉体上吹き溶銑脱りん法の概念図

2.　原油タンカー用高耐食性鋼板「NSGP®-1」

新日本製鐵（株）

新日本製鐵と日本郵船（株）は、原油タンカーの貨物油タ

ンク底面の腐食を防ぐ高耐食鋼性鋼板「NSGP®-1」を共同で

開発した。日本郵船は、NSGP-1を原油タンカーに世界で初

めて全面的に採用しており、新日本製鐵の累計出荷量は6隻

分で1万トンを超えた。

NSGP-1材は、腐食防止のための塗装を省略することが出

来ることから、船舶の安全性を高めるとともに地球環境に優

しい鋼鈑である。

一般に耐食鋼は多量の合金を添加するため、溶接性が低下

するが、本鋼材は少量の合金を最適に組み合わせることで、

従来の鋼板に比べ約5倍の耐食性を実現しながら、溶接や加

工を従来の鋼材と全く同等に施すことが可能である。

2010年に原油タンカーの貨物油タンクの腐食防止措置を

規定した国際条約が採択され、塗装とともに日本提案の耐食

鋼が有効な耐食技術として認められた。これは1999-2002年

に産学官共同で実施された（社）日本造船研究協会第242研

究部会「原油タンカーの新形コロージョン挙動の研究」によ

る貨物油タンク内の腐食の基礎的実態の明確化、NSGP-1の5

年に渡る実船適用結果と日本郵船の全面的採用が大きな役割

を果たしている。2013年1月以降の契約船から腐食防止措置

が義務化されるため、本格的な需要増大が期待されている。

図　NSGP-1を採用した超大型原油タンカー（日本郵船（株）提供）

3.　橋梁用高降伏点鋼板“SBHS”JIS化後初採用

新日本製鐵（株）

新日本製鐵製造の橋梁用高降伏点鋼板SBHS（Steels for 

Bridge High Performance Structure）が、東京都福生市とあ

きる野市を結ぶ多摩川に架かる“永田橋”（東京都建設局発注）

に採用された。SBHSがJIS規格材として制定されて以降、初

の物件（鋼重約600トン）である。

SBHSは従来鋼と比べ、高強度・高靭性で、溶接性、冷間

加工性にも優れた橋梁用高性能鋼材である。構造設計上の基

準強度である降伏強度が従来鋼より10 ～ 20％高く、軽量化

など経済的な設計が可能となる。また、強度向上を溶接性や

加工性を阻害する合金類の添加ではなく、制御冷却プロセス

（CLC-μ）を駆使した鋼材組織の造り込み技術で実現してい

るため、溶接性や冷間加工性にも優れている。

“永田橋”は、国内初となるスペーストラス構造形式で、4

径間連続・全長約250mの大型橋梁。パイプトラス構造で
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あることから、極厚かつ冷間曲げ加工、現場溶接可能な鋼

材が必要となり、最大板厚67mm、高靱性200J、降伏強度

500N/mm2のSBHS500が採用され、曲げ半径5トンの強冷間

曲げ加工により鋼管を製造した。発注者によると複合トラス

形式を採用することで透明感が増し、自然との調和が図れ、

軽量化によるコスト縮減が可能となった。新日本製鐵製造の

SBHS500はこの軽快感のある美しい橋梁の実現に貢献して

いる。

SBHSの前身であるBHS（Bridge High Performance Steel）

は、産学共同で開発され2004年に（社）鉄鋼連盟橋梁用鋼材

研究会により日本鉄鋼連盟製品規定が策定された。BHS500

は“東京ゲートブリッジ”等に約17千トン採用され、新日本製

鐵は約16.5千トンを製造している。これら実績を踏まえ2008

年にJIS G3140“橋梁用高降伏点鋼板”が制定された。橋梁用

厚板に関するJIS規格鋼材としては、実に40年振りとなる新

規格制定である。また、「橋梁用高性能鋼BHSの開発・実用化」

として2010年度JSSC業績表彰協会賞を受賞（東工大三木教

授、橋梁用鋼材研究会）した。

図1　永田橋（東京都西多摩建設事務所提供）

図2　東京ゲートブリッジ（国土交通省東京港湾事務所提供）

4.　�省資源型高耐食高純度フェライト系ステンレス鋼�

NSSC�FWシリーズ

新日鐵住金ステンレス（株）

新日鐵住金ステンレスは、独自に開発した世界初の微量Sn

（錫）添加によるフェライト系ステンレス鋼の耐食性を飛躍

的に向上させる技術（図）を用いて、新たに「省資源型高耐食

高純度フェライト系ステンレス鋼NSSC®FW（フォワ－ド）

シリ－ズ」を開発・商品化した。

NSSCFWシリ－ズ（FW1、FW2）は、当社の高純度化技術

と微量Sn添加技術の組合せによるものであり、Snは、不働

態皮膜の安定性を高め、また不働態被膜の再生能にも寄与し

ているものと考えている。

NSSCFW1（14Cr-0.1Sn鋼）は、既存の17％ Cr鋼である

SUS430、SUS430LX以上の耐食性と高加工性を実現してお

り、Cr含有量を約20％削減している。NSSCFW2（16Cr-0.3Sn

鋼）は、SUS304と同等もしくはそれ以上の耐食性と優れた加

工性を有していると同時に、CrおよびNiの含有量をSUS304

に対し、合わせて約40％削減することに成功している。

FWシリーズは、大幅な省資源化を達成したフェライト系

ステンレス鋼で、価格安定性にも優れており、2大代表鋼種

（SUS304、SUS430）に続く、第3の代表鋼種とすべく、適用

拡大を図っている。なお、NSSCFW1は2010年日経優秀製

品・サービス賞／最優秀賞（日経産業新聞賞）を受賞した。

図　Sn（錫）添加効果

5.　自動車外板用440MPa級BH鋼板（ユニハイテン™）

JFEスチール（株）

自動車ボディ外板の中でもドア、フード、ルーフなどの蓋

物部品には、耐デント性（耐へこみ性）が要求され、340MPa

級BH鋼板が多く用いられている。蓋物部品のハイテン化に

よる薄肉化では、高い耐デント性、張出し成形性、およびパ

ネル面品質（耐面ひずみ性）が必要となる。JFEスチールは、

このような要求に対し、フェライトとマルテンサイトからな

るDP鋼をベース組織とし、第二相の分率・分散形態を制御

することで低降伏強度、高EL、高n値、高BHを同時に確保

した外板パネル用440MPa級「ユニハイテン™」を開発した。

下図はプレス加工によりドアモデルに成形し耐デント性を

検証した結果で、ユニハイテンで340MPa級BH鋼板から同
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等の耐デント性を維持しつつ薄肉化が可能である。ユニハイ

テンは、2011年1月発売の新型車のドアに、440MPa級とし

ては国内で初めて採用され車両の軽量化に貢献しており、今

後、さらなる適用拡大が期待される。

図　340MPa級BH鋼板とユニハイテンの耐デント性比較

6.　�高機能溶融亜鉛めっき鋼板（スーパーダイマ）が�

メガソーラー架台に大量採用

新日本製鐵（株）

太陽光発電設備向けに新日本製鐵の高機能溶融亜鉛めっき

鋼板「スーパーダイマ®」が大量に採用され、2010年以降メ

ガソーラーたけとよや扇島太陽光発電所など5件を受注、受

注総量は2000トンを超える。ソーラーパネルを支える架台

用鋼材としてスーパーダイマの持つ高耐食性、トータルコス

ト削減などが評価されたもので、政府のクリーンエネルギー

政策である太陽光発電関連で貢献している。

スーパーダイマはめっき層成分が亜鉛を主に、約11％のア

ルミニウム、約3％のマグネシウム、微量のシリコンからな

る高耐食性めっき鋼板であり、2000年に販売を開始し、これ

までに各種土木建築製品として使用されてきた。

太陽光発電設備の架台として、電力会社は従来、後めっき

材を設計仕様としていたが、スーパーダイマは後めっき材

に比べ耐食性が高いこと、プレめっき鋼板であり後めっき時

の熱変形を考慮しなくてもよいという利点があり、ゲージ

ダウン（重量削減）によるコストダウンが図れた。（後めっき

材の鋼板板厚4.5-6.0mmに対してスーパーダイマでは同2.3-

3.2mmで採用）

7.　重貨物鉄道用高耐摩耗熱処理レール“SP3”

JFEスチール（株）

JFEスチールでは、耐摩耗性を向上させた重貨物鉄道用の

熱処理レール“SP3”を開発した。

耐摩耗性向上には、パーライト組織を構成する層状のセメ

ンタイト相とフェライト相の間隔（ラメラー間隔）を微細化

することによる高硬度化が有効である。共析組成の0.8％炭

素鋼について、パーライト変態の駆動力を最大化させるため

の合金設計と、圧延後のオンライン加速冷却条件の最適化を

図ることで、SP3では0.07μmという微細ラメラー間隔を達

成した。ちなみに、国内の普通レールでは0.25μm程度であ

る。その結果、レール頭部の硬度はブリネル硬さでHB420、

レール寿命を支配する内部（25mm深さ）でもHB390と最高

水準の高硬度を有している（図1）。

北米の重貨物鉄道において2008年より実路線による評価

試験を進めてきた。摩耗の激しい複数の曲線区間にSP3を敷

設し（図2）、レール摩耗や表面状態を観察した結果、SP3は

従来型のプレミアムレールと比較して、さらに10％以上摩耗

図　メガソーラーたけとよ完成予想図（（株）東芝提供）

図1　普通レールとSP3のラメラー組織の比較

図2　SP3の実線敷設状況

33

2010年鉄鋼生産技術の歩み

303



量が減少すること、レール表面に剥離などの大きな損傷は見

られず良好な耐疲労損傷性を有することが実証された。SP3

適用によりレールの長寿命化を図ることで、メンテナンスコ

スト低減に大きく寄与するものと期待している。

8.　細径高炭素クロム鋼線の製造技術の開発

（株）住友金属小倉

住友金属小倉と住友金属工業は、ニードルベアリングなど

に用いられる細径の高炭素クロム鋼線の製造に関して、従来

に比べ、製造工程の削減と、製品出荷のリードタイム短縮を

可能にする製造技術を開発した。

これまでの製造方法では、直径2ミリ程度の高炭素クロ

ム鋼線は、ダイス伸線で製造するのが一般的でした。従来の

ダイス伸線方法には、高い形状精度、寸法精度が得られると

いう長所があるが、軸受用鋼材のように、球状化焼なましを

行った鋼材を、連続して伸線すると内部割れによる断線に発

展するケースがある。そのため、一旦ある程度伸線した後に、

再度、焼きなまし処理を施して材料の加工性を高くしてか

ら、さらに目標のサイズまで細く伸線する必要があった。そ

のため、製造工程は複雑化し、製品出荷までのリードタイム

も長くなっていた。

本開発では、仕上げ加工前までの中間加工を、従来のダイ

ス伸線法から、内部の引張応力が小さい冷間圧延法に変更し

た。細径材の冷間圧延法には、従来、形状と寸法管理が難し

い問題があった。今回、3方ロール圧延機を採用し、さらに

ロール形状の最適化などにより、内部割れ断線が発生しにく

く、形状と寸法の安定した製造技術の開発に成功した。この

開発により、中間加工工程を冷間圧延で代替可能となり、大

幅な工程省略が可能となった。

図　従来の製造プロセスと開発プロセスの比較

9.　�国内最大の設計基準強度をもつ高強度鋼管杭が�

実プロジェクトで初採用

新日本製鐵（株）

新日本製鐵は、国内最大の設計基準強度400N/mm2をもつ

建築構造用の高強度鋼管杭「NSPPⓇ520」の開発を行い、国

内で初めて、2007年12月26日付で国土交通大臣認定を取得

し、大型物流倉庫の基礎杭として約2000トンが採用され、杭

施工を完了した。

建築構造用の鋼管杭としては、一般的に設計基準強度

235N/mm2であるSKK400（JIS規格）および設計基準強度

325N/mm2であるSKK490が用いられる。本高強度鋼管杭は

SKK490と比べて設計基準強度を23％向上させたものであ

り、板厚を最大で21％、鋼材重量を最大で20％削減すること

ができる。また、板厚を削減することにより鋼管杭の現場縦

継ぎ溶接にかかる施工時間を短縮し、鋼材重量を削減するこ

とで杭のハンドリング等の施工性を向上することができるこ

とから施工コスト削減が図れる。

本プロジェクトでは、先端拡大根固め杭工法「TN-X工法」

の鋼管杭として採用されたが、今後は回転圧入工法「NSエコ

パイルⓇ」、SC杭、一般中堀り工法及び打撃・振動工法などに、

経済性に優れた高強度鋼管杭の適用が期待される。

表　 高強度鋼管杭「NSPPⓇ520」の機械的性質 
出典：新日本製鐵（株）資料

10.　�NSエコパイルⓇ（回転圧入鋼管杭）が市街地での�

道路橋基礎工事推進に大きく貢献

新日本製鐵（株）

静岡県内で建設が進む東駿河湾環状道路の高架橋基礎工事

において、新日鉄エンジニアリング（株）と新日本製鐵が開

発し、これまで主に建築、鉄道分野で実績を積み重ねてきた

回転圧入鋼管杭「NSエコパイル」工法が本格採用となり、被

圧水や工事に伴う騒音・振動の問題解決に大きく貢献し、無

事完了した。

東駿河湾環状道路は、伊豆縦貫自動車道の一部で現東名・

新東名および国道1号と伊豆地域を結ぶ環状道路として建設

が進められている。このうち、三島塚原ICから大土肥区間

（3.0km）は国土交通省沼津河川国道事務所が、大土肥から函

南塚本IC区間（1.9km）については国土交通省から委託され

た静岡県が事業主体となり、地域の協力を得ながら早期の供

用開始を目指して順調に事業を進めている。静岡県が事業主

体となっている大土肥・函南塚本IC区間では橋脚の基礎工

事が2008年10月から2010年8月末まで約2年に渡り施工さ

れてきており、このほど無事完了した。当該現場の特徴は、
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杭を施工する地盤が、箱根山系を水源とした高い圧力（参考：

被圧水頭最大GL+10m）を受けている豊富な地下水を含んで

いること、径の大きい玉石が混ざった土層であり、一部では

非常に硬い支持層（参考：凝灰角礫岩）となっていることで

あった。さらに、現場は家屋が近接した市街地内であるため、

騒音・振動や地下水といった住環境に十分配慮した工法が求

められていた。

図　 NSエコパイル 
提供：新日鉄エンジニアリング（株）

11.　�大径鋼管（鋼管径1400mm）を用いた�

「TN-X工法」の施工領域を拡大

新日本製鐵（株）

新日本製鐵と（株）テノックスが共同開発した「TN-X工法」

は、先端拡大根固め杭工法としては国内初となる大径鋼管

（鋼管径1300～ 1400mm）を用いた施工深度70mまでの施工

技術を確立し、2010年8月付で（財）ベターリビングの技術

評定を取得した。

「TN-X工法」は、鋼管杭と杭先端に築造した拡大根固め部

が一体として鉛直荷重に抵抗することで、国内最大クラスの

支持力性能を発揮できる低騒音・低振動・低排土の杭工法

である。これまでは、鋼管径600mm～ 1200mmでは施工深

度75m、鋼管径1300mm～ 1400mmでは施工深度50mが限

界であったが、今回、新たに本工法の技術評定を取得したこ

とにより、東京湾臨海地域をはじめ支持層が深い地域へ、耐

震性に優れた大径鋼管を用いたTN-X工法の適用範囲が広が

り、経済性に優れる基礎構造を構築することが可能となる。

12.　�溶接部性能を飛躍的に向上させた�

ラインパイプ用電縫鋼管「マイティーシームⓇ」

JFEスチール（株）

JFEスチールでは、従来品に比べ溶接部の信頼性を飛躍的

に向上させた電縫鋼管「マイティーシームⓇ」を開発した。「マ

イティーシームⓇ」はこれまで主にシームレス鋼管やUOE鋼

管が使用されていた寒冷地などの石油・ガス用のラインパイ

プに適用される。本技術は京浜地区の24インチ電縫鋼管工

場に導入済み。知多地区の26インチ電縫鋼管工場にも導入

予定である。

JFEスチールでは従来から電縫鋼管の溶接部の性能向上に

取り組み、高級ラインパイプ用電縫鋼管を製造してきた。し

かし極寒冷地の低温下では、溶接時に発生する酸化物の影響

で靭性が局部的に著しく低下する可能性があるため、電縫鋼

管の使用を避ける傾向があった。そこで酸化物の形態や分布

を制御することにより溶接部の特性を改善した電縫溶接技術

を開発・商品化した。

商品化にあたっては以下の独自技術開発を行った。

①電磁伝熱有限要素法による電縫溶接現象の解析。

②上記解析結果による安定溶接条件の確立。

③ 溶接シームのシャルピー衝撃試験値を評価可能な酸化物

探傷条件の調査。

④ 上記探傷条件をオンラインで実現する高感度フェイズド

アレイ超音波検査技術の開発。

技術的には以下の特色がある。

①管全長にわたって良好な低温靭性を確保する製造技術。

② 電縫溶接部に存在する酸化物の分布をフェイズドアレイ

超音波検査でオンライン測定、機械的性質を全長評価。

13.　世界初の大口径・高強度鋼管の実管曲げ試験装置

JFEスチール（株）

JFEスチールは、外径48インチのパイプライン用高強度

鋼管の曲げ変形性能を実証する実管曲げ試験装置を世界で
図1　TN-X工法概略 図2　拡大根固め部

出典：カタログ「TN-X工法」（新日本製鐵（株）、（株）テノックス）
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初めて開発した。この試験装置は、鋼管に内圧を負荷した状

態で曲げ変形を与え、座屈限界と破壊限界の変形量を調べる

ものである。当社は他社に先駆けて高強度で変形性能に優れ

たラインパイプ「HIPER®」を開発し、これまで多くの実証試

験を行ってきたが、今回の開発により、外径48インチの高強

度「HIPER®」の変形性能を実管で実証することが可能になっ

た。

天然ガスパイプラインは地震地帯や凍土地帯に敷設される

ことがあり、パイプラインの安全性を向上させるため、鋼管

には外力に抵抗する強度だけでなく、地盤の変形に追従する

しなやかさが要求されるようになってきている。「HIPER®」

はこの要求に応えるために開発された鋼管で、材質設計に

よって曲げ変形性能を向上させている。このため、管厚を

増加させることなくパイプラインの安全性を向上させるこ

とが可能であり、建設コストを削減させることができる。実

管の性能を実証（写真）することにより、第二西気東輸パイ

プラインの地震地帯には、外径48インチ、X80グレードの

「HIPER®」が採用された。

写真　48インチ鋼管の実証実験の結果

14.　衝突安全性能を評価する高精度落錘試験技術

住友金属工業（株）

住友金属工業は、自動車衝突安全性能の向上に貢献すべ

く、2002年から落錘試験装置を開発し、自動車車体・部品の

衝突試験データを蓄積してきた。

近年、事故の実態をより正確に反映するため、衝突安全規

則も多様化・複雑化しており、落錘試験装置の更なる進化が

求められている。今般、これらのニーズに対応し、より錘体

の発射姿勢の精度を高めた落錘試験装置を開発した。主な開

発内容は以下の通り。

● 超高精度錘体吊上台車の新設：落錘試験装置の筒体先端か

ら伸びるワイヤーは、新設の錘体吊上台車に接続し、この

台車の下にマグネットをつないだ。

● 高精度ガイドレール新設：筒体側壁に上下方向に新たな高

精度ガイドレールを設置し、錘体吊上台車の姿勢を制御す

る。

この装置により、錘体を常に“まっすぐ”正確な位置で試

験体に当てることが可能となった。また、試験体を必要角度

傾けて設置するか、錘体の下面を必要角度傾斜した形状にす

るだけで、斜突試験を非常に高精度で実施可能となった。こ

れにより、方向による強弱の無い衝突性能（ロバスト性能）

を有する部材の開発・評価が可能となった。

図1　 波崎1号落錘試験
装置の外観 図2　落錘試験装置高精度化の概要

15.　14,000トン自由鍛造プレスの新設

（株）日本製鋼所

日本製鋼所室蘭製作所は海外を始とした大型鍛鋼品の需

要に対応するため2007 ～ 2011年度で総額800億円を投入す

る大型設備投資を進めている。新たに建設された第2鍛錬・

第2熱処理工場（15,830平方メートル）に同計画の主力設備

である世界最大級の14,000トン自由鍛造プレスが設置され

2010年4月に生産を開始した。これにより既設鍛錬工場の

14,000、8,000と3,000トンの3基のプレスと合わせて鍛錬能

力が3割向上する。

図　14,000トン自由鍛造プレス
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新プレスは最大650トンの鋼塊から原子力発電プラントの

原子炉圧力容器部材や蒸気発生器部材など主に大径鍛鋼素材

を鍛錬成形する。

製鋼、機械工程の増強を含めたこれら一連の設備投資計画

は2011年内に完了し、これにより原子力発電プラント向け

部材の年間製造能力は2007年度と比較して2011年度には約

3倍になる。

16.　新しい高性能ダイカスト金型用鋼DAC-MAGIC

日立金属（株）

近年、ダイカストのハイサイクル化、製品の大型化および

型製作リードタイムの短縮が求められる中で、金型材料の特

性としては靭性と高温強度だけでなく、耐大割れ性、耐ヒー

トクラック性、内冷孔割れ特性および被削性がもとめられて

いる。そこで、これらの特性を兼備した高性能ダイカスト金

型用鋼DAC-MAGICⓇを開発した。従来、汎用のSKD61クラ

スのDACⓇとDAC-Pに対し、高性能鋼としては高温強度の高

いDAC10と靭性が高いDAC55が使用されてきた。今回開発

したDAC-MAGICは高温強度がDAC10と同等で、かつ靭性

はDAC55レベルであり、従来の高性能鋼の優れた特性を兼

備させている。これらの特性は炭化物析出強化の利用を低減

し、粗い針状ベイナイトの割合を低減させることにより実現

させた。

耐ヒートクラック性について試験片にてテストした結果

を図1に示す。4000サイクル試験後、SKD61とDAC55にお

いて深いクラックが発生しているのに対し、DAC-MAGICは

深いクラックが発生しておらず、良好な耐ヒートクラック性

を示していることがわかる。内冷孔割れ特性については内

冷孔を模擬した環境で試験を行い、DAC-MAGICがSKD61

とDAC55に比べ優れていることが確認された。実際のユー

ザにおける金型評価においても2倍以上の寿命が得られて

いる。また、型製作の際に必要な被削性についても従来の高

性能材DAC55よりDAC-MAGICが優れることを確認してい

る。なお、本鋼は日刊工業新聞社の2010年十大新製品賞を受

賞した。

17.　SOFC用金属インターコネクタ材の開発

日立金属（株）

日立金属は、高温（700 ～ 1000℃程度）で作動する高効

率の燃料電池として実用化が期待される固体酸化物形燃料

電池（以下、SOFC）の耐久性向上という課題に対応するた

め、耐酸化性等を大幅に向上させたインターコネクタ用合金

ZMG®232J3、ZMG®232G10を開発し、2011年4月よりサン

プル提供を開始した。

金属インターコネクタ（図）は、セラミックス製のセル（燃

料電池の単位）間を作動温度で電気的に接続するために用い

られる。このため、作動温度での「①良好な耐酸化性」、「②良

好な電気伝導性」、「③セル材料等に近い熱膨張係数」が必要

とされる。

日立金属はこれらの特性を満たすべく、Fe-22Cr系フェラ

イト合金ZMG®232Lを2005年に開発し、国内外の燃料電池

メーカに評価を頂いている。

さらに、寿命4万時間を目標としたSOFCの耐久性向上を

狙って、ZMG232Lをベースに、スピネル層、クロミア層から

成る導電性のある酸化皮膜の薄膜化・緻密化を図った合金設

計に取り組み、耐酸化性、導電性を約2倍に向上させた新合

金ZMG232J3、ZMG232G10を開発した。

本稿の一部は、新エネルギー・産業技術総合開発機構から

の委託研究「固体酸化物形燃料電池システム要素技術開発」

にて実施した内容を含む。

図　金属インターコネクタ（加工例）

18.　�プレス成形法による�

二重管式エキゾーストマニホールドの開発

（株）住友金属直江津・住友金属工業（株）

住友金属直江津と住友金属工業は、トヨタ自動車（株）お

よび（株）三五と共同で、難加工性ながら耐熱性に優れるス図1　ヒートクラック試験後（4000Cycle）断面ミクロ組織
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テンレス鋼板（NAR-AH-4）を用いたプレス成形法によるエ

キゾーストマニホールド（以下、エキマニ）を開発し、部品の

薄肉・軽量化と排気ガスの清浄化を達成した。

AH-4は火力発電設備の高温構造部材として開発された高

性能な耐熱合金だが、高強度の難加工材のため、複雑なプレ

ス成形が要求されるエキマニには採用することが困難だっ

た。

本開発では、数値解析を駆使して薄肉化したAH-4でのプ

レス加工法を開発することにより、エキマニへの適用を実現

した。AH-4の適用により、従来の耐久性を維持したまま25％

の薄肉化・軽量化を達成し、同時に熱容量低減で冷間始動直

後に排出される排気ガスの清浄化に大きく貢献した。

エキマニへの高耐熱ステンレス鋼板の適用は、低燃費化の

ために上昇する排気ガス温度への対応を可能とするので、自

動車の環境性能向上への寄与が期待される。

本開発は、（財）素形材センター会長賞（2009年）を受賞し

た。

図　 二重管構造のエキマニ 
左：外観、右：NAR-AH-4製のエキマニ内管

19.　�乗り心地を向上させる電磁式動揺防止制御装置の開発

住友金属工業（株）

鉄道は大量輸送の代表であり、ECOな乗り物である。その

便利さゆえに多くの乗客の安全を守り、乗り心地の快適さが

求められる。住友金属工業では、鉄道車両の横揺れを打ち消

す方向に電磁アクチュエータ（図1）を配備・動作させるこ

とで、高速でも安全に、かつ乗り心地を大幅に改善する動揺

防止制御装置を開発した。

動揺防止制御装置とは、鉄道車両で問題となる車体左右方

向の振動（横揺れ）を加速度センサーで検知して、その振動

を打ち消す方向にアクチュエータで制御力を発生させるシ

ステムである。住友金属工業では、このシステムに新規開発

した電磁アクチュエータを採用した。電磁アクチュエータは

モータの回転をローラーねじで直線運動に変換するため、従

来の空気圧式アクチュエータに比べて応答性に優れており、

高速鉄道車両の厳しい環境下でも飛躍的に乗り心地を向上さ

せた。

開発した電磁式動揺防止制御装置は、今後さらにスピード

アップする鉄道車両の顧客サービス拡大への必須装置として

採用されていくと考えている。

図1　電磁アクチュエータ

図2　動揺防止制御装置の概要
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	1	 はじめに
昨年の秋、尖閣諸島沖で海上保安庁巡視船に衝突した中国

漁船の船長が、公務執行妨害の容疑で拘束されたことをきっ

かけに、中国からのレアアースの輸出審査が厳格化され、大

きな問題となった。中国側はこの事実を否定しているが、実

際10月の中国から日本へのレアアースの輸出量は急減し、事

実上の禁輸状態となったことから、外交上の武器として経済

資源であるレアアースの輸出が使われたことが日本社会に衝

撃をもたらし、マスコミでも頻繁に取り上げられた。

しかし、産業界の関係者が中国からのレアアースの輸出規

制に危機感を持ったのは、それ以前の7月、中国が2010年下

期の輸出割当量を発表した時点である。中国のレアアース輸

出は2003年から年間の割当量が当局により定められている

が、昨年7月に発表された2010年下期の割当量は前年同期比

約7割減の大幅な減少となり、調達サイドの混乱とレアアー

スの価格高騰を招いた。

中国のレアアース年間生産量は120,000トンであり、世界

の年間総生産量：124,000トンの実に97％を占める（表1、図

1）1）。世界のレアアース消費量のうち中国を除いた量：約5

万トンのうち約40％に相当する約2万トンを日本が消費して

いる。そして、日本はその消費量の92％を中国からの直接お

よび間接輸入に依存している（図2、3）1）。尖閣諸島問題の報

道とともに、この数字が広く一般にも知られるようになり、

上條水美
Miyoshi Kamijo

豊田通商（株）
渉外広報部　渉外グループリーダー

産業政策としてのレアアース資源開発	
－中国脅威論への警鐘として－

Resource Development of Rare-earth Metals as an Industrial Policy −Substantial Background of China Threat−

図1　 世界のレアアースの国別生産量比率（2009年） 
出所：USGS, Mineral Commodity Summaries, January 2010

図2　 中国のレアアース輸出量の相手国別比率（2009年） 
出所：経済産業省

図3　 日本のレアアース輸入量の相手国別比率（2009年） 
出所：経済産業省

表1　 世界のレアアースの国別生産量（2009年） 
出所：USGS, Mineral Commodity Summaries, January 2010
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中国へのレアアースの依存度が極端に高いことに対する問題

意識と同時に、韓国などの新興国に圧倒されがちであった先

端技術分野において、日本の生産シェアが依然として大きい

ことも認識された。この報道は、中国による資源ナショナリ

ズムへの危機感だけではなく、日本側のナショナリズムもく

すぐったのではないだろうか。しかし、むやみに中国脅威論

をあおることは、問題の本質を見誤らせることになる。レア

アース供給の問題は、外交問題というよりは、むしろ日本の

産業政策の問題として考えるべきであろう。

レアアースの世界消費量は年間約12万トン、金額にして約

1,000億円 2）であり、この規模の資源では大規模な鉱山開発

は割があわず、有利な条件を備えた特定の産地に寡占化しが

ちである。探鉱に始まる鉱山開発は、時間がかかる上、千三

と言われるように開発リスクが高く、一定規模の市場がない

と新たな開発は難しい。

レアアース供給の問題は、確かにその資源埋蔵量の偏在性

にもあるが、それ以上に市場規模が小さいため開発における

インセンティブが低くなってしまう点にある。レアアース

は、資源としてよりも、むしろ生産工程における一つの部材

として考えるほうが適切なのではないだろうか。後述するレ

アアースの鉱山開発の難しさや短期的な経済性の低さは、レ

アアースを国際市場におけるコモディティとして見るから問

題になるのであり、生産工程の一部としてサプライチェーン

の中で捉えれば、また違った取り組み方が見えてくる。

“ふぇらむ”という鉄鋼業界の伝統のある専門誌に、小員の

ような素人が寄稿してよいものだろうかと悩んだが、世界経

済のグローバル化を舞台として事業を展開してきた商社の立

場で、レアアースを巡る昨今の動向に対して、なんらかの示

唆を投じることができればと思っている。

	2	 �中国によるレアアース生産の�
寡占化と輸出規制

中国によるレアアース生産の寡占化については、そもそも

初めからそうであったわけではなく、1990年代前半までは米

国が主要生産地であった（図4）。しかし中国でレアアース鉱

山が開発され、その製品が安価で流通するようになると、他

の鉱山の生産は採算があわなくなり、ほとんどが閉山または

休山に追い込まれてしまい、その結果、中国の寡占化が一気

に進んだ。この事実は、最近では広く知られるようになり、

そのため、中国が戦略的に安値攻勢をかけて他国の鉱山を閉

山に追い込み、その後で資源の出し惜しみをして価格をつり

あげているといった論調で語られ、中国に対する感情的な脅

威論を生んでいる。しかし、必ずしも中国が意図して市場を

席巻したわけではなく、中国自身もレアアースという貴重な

資源を安値で大量に放出してしまい、経済的損失を被ったと

言えなくもない。最近の中国のレアアース輸出規制は、資源

をこれまでのように安値で放出するのではなく、付加価値を

つけて輸出するという中国の産業政策の変化の一環としてみ

るべきだろう。安い労働力を求めて中国へ工場進出してきた

日本の製造業が、中国の労働コストの上昇で戦略の見直しを

迫られていることと、レアアースの中国依存からの脱却の問

題は、底辺のところでつながっている。安い労働力と安い資

源開発コストで世界の工場となった中国は、より付加価値の

高い製造業へと機軸を移しつつある。

この中国の政策変更が、日本の製造業に対して戦略の見直

しを迫っている。日本がこれからも技術立国としての競争力

を維持しようとするのであれば、原料調達の確保、技術の維

持・継承、優秀な労働力の確保をどうように担保していくの

か、日本全体の産業政策、外交政策の中で考えてみる必要が

あるだろう。

そこで、中国の輸出規制の推移をその背景とともにみてお

きたい。

中国は、レアアースの戦略物資としての有効性を早くから

認識にしていた。1992年には鄧小平が「南巡講話」の中で、

「中東有石油、中国有希土、一定把我国希土的優勢発揮出来」

（中東には石油があり、中国にはレアアースがある。我国はレ

アアースにより必ず優位性を発揮できるだろう）と述べてい

る 3）。この南巡講話により、中国が開放経済へと政策転換を

図り、その後の社会主義市場経済としての急成長を遂げるこ

とになったのは周知の通りだ。現在のレアアースの中国によ

る輸出規制とそれによる価格高騰を見ると、鄧小平の言葉通

りになったとも言えるが、しかし、90年代の中国は、必ずし

もレアアースを戦略物資として有効に利用してきたとは言

えず、むしろ、乱開発による値崩れで、貴重な資源の市場価

値を下げてしまった。1998年には、中国の廉価輸出の結果と

図4　 1950年～ 2000年の間におけるレアアースの国別生産量の推移 
出所：米国内務省地質調査所
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して、米国の主力鉱山であったマウンテン・パスが閉山に追

い込まれ、中国への寡占化の流れが一気に進むことになった

が、最初から中国側がそれを意図していたわけではないだろ

う。

中国のレアアースの乱開発は江西省など、比較的採掘が容

易な南部の産地で特に横行しており、供給が需要を大きく上

回り、価格の低下を招いてきた。この地域では、小規模採掘

業者が乱立し、環境を無視した安易な採掘方法により深刻な

環境問題も生じている。

中国政府も廉価輸出を問題視し、1989年には輸出許可枠が

設定され、1998年にはレアアースの輸出に割当制が導入され

た。しかし、工業情報化省がレアアースの生産量を監督し、

国土資源省が鉱山の採掘量を監督し、商務省が輸出量を監督

するという分権体制であったため、各官庁がばらばらに動

き、全体としてのレアアース業界の秩序は整備されず、輸出

枠は遵守されなかった 4）。

輸出に対する規制が本格化するのは、やっと2003年に「鉱

物資源政策白書」が発表されてからのことである。この白書

の中で中国は、それまでの輸出促進による外貨獲得の政策を

改め、自国が強みを持つ資源については輸出調整を行い、中

国国内でより付加価値の高い最終製品を組み立て・加工する

ことで、中国企業の競争力強化に結びつけようとしている5）。

これを踏まえ2003年以降、輸出許可枠は毎年10％程度ず

つ削減され、1998年に7万2千トンあった輸出許可枠は2005

年には5万トンに、さらに2010年には3万トンにまで削減さ

れている（図5）6）。2003年は、新興国の台頭による景気回復

で原油をはじめとする資源価格が高騰し始めた年でもあり、

長く続いた資源安の時代が終わり、資源高の時代が始まった

年として、世界経済のターニングポイントでもある。

中国政府は、輸出だけでなく、生産そのものに対する規制

の強化にも踏み切り、2006年にはレアアースの新規採掘許可

証の発行を停止し、採掘割当量の厳守を徹底しようとした。

小規模生産者の乱立による乱開発とダンピングを避けるた

め、レアアース産業の集約化も進めており、2010年8月に発

表された「レアアース計画改定案（2009－2015希土鉱業発展

計画）」では、全国で1,000以上ある鉱床や鉱山地を3地区に

集約することを打ち出した。つまり、北部（内蒙古自治区、山

東省）、西部（四川省）、南部（江西省、広東省、福建省、湖南省、

広西省等）の3つのグループにおける生産を、それぞれの地

区の大手国有企業に集約しようというものだ7）。

北部の内蒙古自治区は、世界的にも最大のレアアース産地

であるが、製鉄大手の包頭鋼鉄グループが鉱区内の有力民営

企業を買収し、レアアースの採掘から加工、販売までのプロ

セスを一貫して手がけている。この地区は中国で50年の歴

史を持つレアアース生産地域であり、生産設備なども他の地

域に比べ整備されており、中心都市である包頭市にレアアー

スの川下産業を誘致してレアアースの一大工業区へと成長さ

せることを目指している。

一方、南部の産地では、小規模の鉱山が分散しており、1社

への集約が難しい。この地域の鉱山は採掘が容易であるた

め、農民が勝手に採掘を始めるような状態にあり、環境汚染

の問題も生じている。それでも最近は少しずつ、コングロマ

リットである五鉱グループによる集約が進んできているよう

だ。

しかし、輸出や生産を制限しても、精製体制が過剰である

限りダンピングの流れを断つことはできない。この過剰生

産体制は中国の製造業が常に抱える大きな問題のひとつだ。

2010年のレアアースの採掘総量規制8万9千トンに対し、実

際の採掘量は12万トン程度に達していたと言われるが、中国

でのレアアース精製能力はそれよりもさらに大きく、年間鉱

石20万トン分にもなるといわれる 8）。つまり、精製能力の約

40％に及ぶ8万トンの原料が不足していたことになるが、不

足分の原料は違法採掘による鉱石が用いられたとみられてい

る。こうして違法に精製されたレアアースは、輸出枠の制限

から逃れるため、合金などの形で輸出されているようだ。違

法採掘が行われているのは主に中国南部の山間部に散在する

レアアース鉱山であり、前述したように環境汚染の問題が著

しい地域でもある。

中国の輸出規制・生産規制は、中国の外交戦略によるもの

ではなく、国内におけるレアアースの乱開発による過当競争

を改善するという意味合いが大きいことを理解しておかない

と、いたずらな中国脅威論を生むことになる。

中国の輸出規制に対し、日本でも2005年ごろから中国以

外の国での鉱山開発が検討されてきた。しかし、その開発の

進捗度が必ずしもはかばかしくないのは、中国の輸入規制が

厳格に守られてこなかったことによる危機感の薄さや、取引

規模の小ささによる開発インセンティブの低さなどによる。
図5　 2006年以降の中国のレアアース輸出枠と日本の需要量の推移 

出所：中国商務部HP、新金属協会
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また、変化の著しい先端技術の世界においては、レアアース

需要の持続性に対する懸念もあり、長期的な商業生産に対し

て慎重にならざるを得ない面もある。

根本的な開発の阻害要因は、レアアースが単一な資源では

なく、いろいろな元素が少量ずつ混在している点にあり、し

かも、元素ごとに需要がまちまちであることだろう。多種類

の岩石中にいろいろな元素が薄く広く分布していて、純粋な

単一元素を大量に入手することが困難である。つまり、欲し

い資源を効率よく大量に採掘することができない。レアアー

スと一口に言っても、どういう元素がいつどのくらい必要と

されるのか、その開発にどの程度の投資が必要なのか、あら

かじめ詳細な計画を立てることが必要だ。また、レアアース

の需要は技術革新にも左右されるため、投資の見極めが難し

い。

しかし、そうした懸念による取り組みの遅れは、日本の先

端技術の開発とその普及を遅らせ、日本の技術の国際競争力

の低下につながりかねない。レアアースの開発は市場原理に

まかせておくのではなく、将来のための先行投資として、産

業政策の視点から取り組まねばならないと考えるのはそのた

めだ。

この点について具体例をあげてみてみたい。

	3	 需要サイドから見たレアアース
レアアース（希土類元素）は、スカンジウム（Sc）、イット

リウム（Y）の2元素に「ランタノイド」と総称される15元素

加えた17元素のことをさしている。周期表の第3族元素に属

し、化学的性質が似ているため、自然界では同じ鉱物の中に

混ざって存在している。

レアアースの中で、最近、特に注目されているのは、ネオ

ジウム（Nd）とジスプロシウム（Dy）だ。ネオジウムは、コ

ンピューターのハードディスクや家電、自動車のモーター部

分に使われる永久磁石の材料として、近年、生産量が飛躍的

に伸びている。さらに、HEV（ハイブリッド車）やEV（電気

自動車）といった次世代自動車では、このネオジウム磁石に

ジスプロジウムを加えた永久磁石が大量に使用されており、

その安定供給が自動車産業における最重要課題になっている

（図6）。

ネオジウム磁石は、鉄にネオジウムを添加することで大き

な保磁力が得られるため、永久磁石として強い威力を発揮す

る。1983年に当時の住友特殊金属の佐川眞人博士によって発

明され、当初はVCM（ボイス・コイル・モーター）向けや医

療用MRI（磁気共鳴イメージング）向け、音響向けの使用が

メインであったが、2002年ごろからモーター用としての利用

が増加し、現在では、家電、産業・一般機器、自動車などで

広く使用されている。例えば、普通乗用車では、ABS（アン

チロックブレーキシステム）やEPS（電動パワーステアリン

グ）、エアコンコンプレッサーなどにこのネオジウム磁石が

使用されている。家電分野では、エアコンコンプレッサーに

小さくて強力なネオジウム磁石を使うことで大幅な省エネが

可能になるため、2003年以降、日本国内で生産するすべての

エアコンメーカーがネオジウム磁石を採用するようになっ

た。また、リニューアブルエネルギーの普及促進で開発が進

んでいる大型風力発電にもネオジウム磁石が使用されてい

る。

ネオジウム磁石は熱に弱いという欠点があったが、これに

ジスプロシウムを加えることで耐熱性が増し、自動車のモー

ターへの使用が可能になった。次世代自動車戦略において

は、ジスプロシウムを加えたネオジウム磁石が大量に使用さ

れる。車1台当たりのネオジウムとジスプロシウムの使用量

は、ガソリン車およびディーゼル車ではそれぞれ90g、9gと

されるが、これがHEVやPHV（プラグインハイブリッド車）

になるとそれぞれ、320g、60gに増加し、さらにEVになる

と、530g、80gに増加する。次世代自動車の開発と普及は、日

本の自動車産業の将来にとって極めて重要であり、その開発

の鍵を握るのがレアアースだ 9－11）。

図6　 日本におけるネオジウムとジスプロジウムの需要量の推移 
（2010年～ 2015年は予測）
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レアアース開発において最近問題視されているのは、後述

するように、このジスプロシウムを産出する鉱山が限定され

ていることにある。

	4	 供給サイドからみたレアアース
レアアースの生産量については、現時点では97％を中国

が占めているが、埋蔵量については実はそれほどクリティカ

ルな状況にあるわけではない。中国の埋蔵量は世界の36％で

あり、CISに19％、米国に13％の埋蔵量があるとされている

（表2、図7）12）。中国以外の国の採掘コストはこれまでの中国

の生産コストに比べて高くなるが、そもそもレアアースは使

用する絶対量が少ないため、鉄鉱石や石炭、銅といったベー

スメタルに比べれば、価格変動による影響度は相対的に小さ

い。しかし、その微量原料の供給が途絶えただけで、生産全

体がストップすることになり、その結果もたらされる影響は

極めて大きい。

前述したように、レアアース開発の難しさは、いろいろな

鉱石の中に、多種類のレアアース元素が少量ずつ混じって存

在しているため、欲しい元素だけを効率よく生産することが

できない点にある。ネオジウムやジスプロシウムとともに産

出されるセリウム等の元素についても、いかにその販路を開

拓するかにより、生産コストが変わってくる。従って、レア

アース鉱山の開発においては、その鉱床から精製されるレア

アースの種類を精査し、それぞれの元素のマーケットをどの

ように確保するかを検討しながら進める必要がある。

レアアースの元素は、ネオジウムを含む軽希土類と、ジス

プロシウムを含む中・重希土類に分けられるが、軽希土類を

含む鉱床が比較的多く存在するのに対し、中・重希土類を

含む鉱床は少ない。また、レアアースの鉱床の種類にも主に

2種類あり、ひとつは軽希土類を多く含むマグマ由来の鉱床

で、もうひとつが中・重希土類を多く含むイオン吸着型の鉱

床だ。レアアース鉱山といってもどれも同じではなく、いろ

いろな種類があり、世界での分布状態と種類についてはまだ

わかっていない点が多い。

マグマ由来の鉱床は、地下深くのマグマだまりが冷えて固

まって地表に現れたもので、このタイプの鉱床は世界中に存

在しているが、ウランなどの放射性物質も一緒に採掘される

ため、取り扱いが難しいとされている。このマグマ由来の鉱

床からはモナザイト鉱石やバストネサイト鉱石などの鉱石が

産出される。

モナザイト鉱石は、インド、ブラジル、南アフリカ、豪州、

東南アジアなどに存在する。軽希土類を多く含むが、中・重

希土類の含有量は少ない。モナザイト鉱石はウラン、トリウ

ムなどの放射性物質を含む場合が多く、取り扱いが難しい

が、原子力発電の普及で、ウラン、トリウムの需要も高まっ

ており、副産物としてのレアアースの生産の可能性がある。

またマレーシアなどではこのモナザイト鉱石が錫の原料とし

ても用いられており、その残渣からのレアアース回収も期待

されている。

生産量・埋蔵量ともに世界最大である中国のバヤンオボー

はバストネサイト鉱石の鉱山として有名だ。バヤンオボー鉱

山は、ネオジウムの含有量が5－9％と高く、また核分裂の終

期に当たる鉱石のため、放射能が低く精製が容易である 13）。

バヤンオボーの生産で閉山に追い込まれた米国のマウンテ

ン・パスもバストネサイト鉱石である。こちらは放射性元素

の処理に費用がかかるため、中国の安値攻勢に耐えきれず生

産を休止していた。最近のレアアースの価格上昇により、か

つての鉱石の残渣などからネオジウムなどのレアアースの回

収を始めており、さらに2012年からは新型の溶媒抽出設備

の導入などにより年間1万トン体制で生産再開予定だ。

レアアースの鉱床のうち、イオン吸着型鉱床はジスプロ

シウムを多く含むことで最近、特に注目を浴びている。レア

アースを多く含む花崗岩が数百万年かけて風化され粘土層

になった鉱床であり、放射性元素を含まず、弱酸性の液体を

粘土層にかけるだけで、比較的簡単にレアアースを採取でき

る。中国の南部にあるのがこのイオン吸着型鉱床で、直接、
図7　 レアアースの国別埋蔵量比率（2009年） 

出所：USGS, Mineral Commodity Summaries, January 2010

表2　 世界のレアアースの国別埋蔵量（2009年） 
出所：USGS, Mineral Commodity Summaries, January 2010
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硫酸アンモニウムを地表にかける採掘法で農民が勝手に採掘

を始めるケースもあり、環境破壊が問題視されている。

現在発見されているイオン吸着型鉱床は中国南部のもの

だけであり、この地域以外にジスプロジウムなどの中・重希

土類を多く含む鉱床は発見されておらず、これが現在のレア

アース供給の最大の問題となっている（図8、表3）14）。

2010年のレアアースの世界市場は約13万トンであり、そ

のうち12万トンが中国で生産されている。これに対し、現在

開発中の米国や豪州の鉱山がすべて生産を開始すると約7万

トンの供給量となるため、中国がかつて輸出していた5万ト

ンを補うことができる。ただし問題は、これらの鉱山にはネ

オジウムなどの軽希土類は比較的豊富に含まれているが、ジ

スプロシウムはほとんど含まれていないことにある。

しかし、ジスプロシウムを多く含むイオン吸着型の鉱床

は、花崗岩の分布や気象条件を調べると中国南部に続く東南

アジアにも存在することもわかってきている。この開発が進

めば、レアアースの中国依存度の問題が本当の意味で解決す

ることになる。

	5	 �レアアース開発における�
商社の役割

レアアースは性質の似通った元素が薄く広く混ざり合って

存在しており、それを何段階もの精錬工程を経て抽出しなけ

ればならない。ジスプロシウムが特に不足しているといって

も、ジスプロシウムの開発によって何倍もの軽希土類が一緒

に産出されるため、新たにその販売も検討しなくてはならな

い。そもそも鉱石全体として品位が低いため、必要とされる

レアアースを生産するためには膨大な鉱石を処理しなけれ

ばならず、そうした開発においては環境への特段の配慮が必

要だ。つまり、原油や石炭のような大規模な開発ではないが、

同じ規模の鉱山から産出される資源の量が非常に少なく、開

発にかかる手間隙を考えると単位生産量当たりのコストは決

して安くない。

これまでレアアース市場は、専門商社や総合商社が、中国

からの相対取引として取り組んできた。市場規模が大きくな

いことや広く薄く存在するという特性から、資源メジャーが

規模を生かして参入する市場ではない。しかしあらたに資源

開発するとなると、たとえ小規模であっても大きなリスクが

伴い、一企業の単独の取り組みでは難しい面がある。

また地質調査から始まる鉱山開発は、生産開始までに時間

とコストがかかり、さらに奥地での開発になるため、資源道

路や港の整備なども必要になってくる。ベースメタルの場合

は、これらを、民間企業が一手に引き受けても十分に採算が

合う市場があるが、レアアースのようにいろいろな元素を少

量ずつ含んでいる鉱石から、何段階もの製造工程をかけて元

素を取り出し、それぞれ異なるユーザーに販売するというタ

イプの資源は、一企業の単独開発では限界がある。レアアー

スの開発を、産業政策として考えねばならない理由のひとつ

がそこにある。

以上から、レアアースの資源開拓を可能にするためには、

大きく分けてふたつの条件があると考えている。

ひとつは、生産全体のバリューチェーンの一環で検討する

図8　 中国のレアアース鉱石分布 
出所：中国国土資源部ホームページ

表3　 中国の主要鉱床で採掘されるレアアース鉱石中の成分含有割合 
出所：Newton（2011）3
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ことであり、開発から分離精製、電解工程、合金工程など多

くの工程を経て、磁石などの最終製品となるまでの一連のバ

リューチェーンの中で、レアアース開発のコストや流通を見

る必要がある。その意味で、製造業の部材調達と見なされ、

エネルギー系の資源開発とはビジネスモデルが異なってく

る。規模で稼ぐトレードでなく、付加価値で稼ぐ製造業の考

え方で資源開発を行う新しいビジネスモデルが求められてい

る。付加価値で稼ぐという点においては、精製技術によって

川上での製品の加工度をあげるだけではなく、一緒に産出さ

れるさまざまな元素、セリウム、イットリウムといった元素

をどのように効率よく販売するかということも、付加価値と

して考えることができる。

もうひとつの重要な点は、資源産出地域の産業振興に貢献

することであろう。これは、レアアースに限らず、すべての

資源開発の基本として考えねばならないことだ。

資源ナショナリズムは、権益を自国で保有して利益を確保

するというタイプから、輸出そのものを制限し、自国内で産

業を育成するという傾向が強くなっている。日本のように資

源を海外に依存する国は、その義務として、資源産出国の雇

用を創出し、安定した地域経済を作ることに貢献しなければ

ならない。また、それが最終的には資源の安定供給にもつな

がる。日本は製造業のアジア進出において、地元に雇用を創

出し、技術や生産方式の指導と伝達により、アジア経済の発

展に貢献してきた。レアアースの開発においても取り組み姿

勢は同じであり、そのことを産出国に理解してもらう努力も

必要だ。

	6	 おわりに
豊田通商にとって、レアアース事業は重要な戦略分野の

ひとつである。短期的な経済性から見れば、ほかの事業投資

と比べて優位にあるとはいえない場合もあるが、レアアース

は、新しい産業のバリューチェーンの重要なアイテムであ

り、商社の総合力を生かすことができる分野である。この分

野での先行投資は、新しい市場のリーダーとなる可能性を秘

めている。

豊田通商が現在進めている案件のひとつに、べトナム、ド

ンパオにおけるレアアースの開発がある。予定されている生

産量は年間約7,000トンと、現在の日本の輸入量の約15％の

規模であり、主にネオジウムが産出される。この事業は、単

に鉱山を開発するだけではなく、分離工場を建設し、日本が

持つ最新の環境技術とそれに伴う公害防止や安全対策などの

ソフト面でのノウハウも提供する予定であり、ベトナムの産

業育成に大きく貢献するものであると自負している。

また、ドンパオのあるライチャオ州はベトナムでも2番目

に貧しい州であり、インフラが未整備であるため産業誘致も

進まず、新興国が直面する典型的な地域格差の問題を抱えて

いる。ドンパオのレアアース鉱山開発は、この地域の社会経

済開発と一体で考えられており、円借款による道路、橋梁、

給水システムなどのインフラ整備も検討されている。日本

の官民連携による取り組みで、資源開発と経済協力が効果的

に結びつき、実現すれば地域への裨益効果が非常に大きい。

従来、資源開発は貧富の差を生むことが多く、資源の呪いと

いった言葉もあるが、レアアースの開発は地域開発や産業育

成にも貢献するものであることを示すことができれば、世界

の資源の安定供給にも貢献する。

レアアースの供給の問題は、技術立国日本のこれからの成

長戦略の中で考えねばならない問題であり、商社としてこの

分野に取り組むことは、産業イノベーターとしてのミッショ

ンでもある。さらに、限られた資源を世界の持続的発展のた

めに有効に利用していく新しい資源開発のビジネスモデル

を、日本が官民連携で示すことができれば、それは、経済面

でも外交面でも大きなメリットになるだろう。
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近年、省資源化、省エネルギー化そして二酸化炭素排出量削減を目的とした輸送機器の更なる軽量化や次世代構造物の実現を

目指し、鉄鋼材料をはじめとする構造用金属材料のより一層の高強度化、安全・安心化・長寿命化への要求が高まっている。開

発した高強度材料を実用化に結びつけるためには材料の性能を最大限に引き出すことができる加工・成形技術、表面処理技術の

開発とともに接合技術の開発もまた不可欠である。

金属材料の接合方法はボルトやリベットなどを用いた機械的接合、溶接、接着に大別される。それぞれの接合方法には長所と

短所があり、材料の構造体化にはこれらの接合方法がその特徴に応じて適材適所に組み合わせて用いられる。それぞれの接合方

法において、接合にともなう金属組織の変化やその後の経年変化も様々であり、要求される材料の性能も当然異なっている。し

たがって、材料開発の視点からは、これらの接合方法の原理や特徴を基礎から体系的によく理解して、材料開発にフィードバッ

クすることも重要である。

そこで、本入門講座シリーズでは、鉄鋼材料（他の金属材料も含む）の接合の現状と課題を、接合法の原理も含めて本会の学生

会員などの材料分野の初級者にも分かりやく概説して頂くことを目的とし、以下のように企画している。

1.　機械的接合では、

・高力ボルト接合の接合方法、ボルトの種類と用途、

・セルフピアシングリベット・メカニカルクリンチ接合、

2.　溶接では、

・溶接の全体の解説に引き続いて、

・アーク溶接

・レーザ溶接

・抵抗スポット溶接

・摩擦攪拌接合（非溶融接合）

などのテーマを取り上げていく予定である。

本企画により、鉄鋼材料をはじめとする構造用金属材料の接合技術に関する理解が深まり、構造用金属材料の新たな機能創成

を考える上での一助になれば幸いです。

会報委員会

鋼を接合する（Joining	Steels）	
シリーズ企画にあたって

鋼を接合する－巻頭言
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	1	 はじめに
我が国における大規模社会インフラ構造物の多くは、耐震

性などを考慮して鋼構造物として建設されることが多い（図

1）。鋼構造物は一般に工場で鋼板等を組み合わせた部材を製

作し、それを現地に運搬し、現地でこれらの部材を接合し、

建設される。接合技術は、工場内での部材組み立てや現地で

の部材接合において重要な役割を果たしており、計画、設計、

建設、維持管理といった鋼構造物のライフサイクルマネジメ

ントにおいて考慮すべき重要な要素となっている。

インフラ鋼構造物における鋼部材の接合方法は、図2に示

すように、溶接接合と高力ボルト接合とに大別される。高力

ボルトが登場する以前には、リベットによるリベット接合が

高力ボルト接合に変わるものとして主流であったが、昭和39

年にJIS B 1186摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平

座金のセット 1）が制定された後には、リベット締め作業に熟

練を要すること、騒音が激しいこと、火気を必要とすること

などの施工・環境・安全上等の問題からリベット接合はほと

んど使われていない。インフラ鋼構造物における接合方法の

分類を図2に示す。

高力ボルト接合は、工場で製作された部材を架設現場で接

合する際に最も多く採用される接合法であり、荷重伝達メカ

ニズムの違いにより、摩擦接合、支圧接合、引張接合に分類

される。一方、溶接接合は、部材の組み立て時、すなわち、工

山口隆司
Takashi Yamaguchi

大阪市立大学　大学院工学研究科 
都市系専攻　教授

高力ボルト接合	－接合法－
High Strength Bolted Joints -Connecting Methods-

鋼を接合する－1

図1　大規模社会インフラ構造物の例

図2　インフラ鋼構造物における接合法の分類
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場製作時に多く用いられる。

高力ボルト接合におけるいずれの接合形式においても、使

われるボルトは高強度のボルトで、高い軸力（降伏ボルト軸

力またはその付近）を導入して使用する。なお、高力ボルト

に導入される軸力を管理せず、単にとじあわせのボルトとし

て使用する場合は、我が国では高力ボルト接合とは呼ばず、

区別している。高力ボルト接合のインフラ鋼構造物における

事例を図3に紹介する。左図は、人道橋のトラス格点部であ

り、右図は道路橋の鋼桁の現場継手部分である。いずれも摩

擦接合形式であり、多数の高力ボルトが配置されている。

本稿では、インフラ鋼構造物の接合に使われている高力ボ

ルト接合を対象に、接合形式ごとの荷重伝達メカニズムやそ

の特徴について解説する。

	2	 摩擦接合
摩擦接合は、図4に示すように、ボルト軸と直角方向の作

用力を伝達する接合形式であり、鋼構造物の現場接合形式と

して最も多用される。摩擦接合の適用事例は既に図3に示し

た。部材の板厚が厚く、作用断面力が大きい場合、ボルトの

列数が10列程度となることも多い。

摩擦接合は、高力ボルトを締め付けて接合面間に発生させ

た接触力により作用力に抵抗する摩擦力を発生させ、作用力

の伝達を行う。同じように材片を重ねて接合するリベットや

軸力を導入しない普通ボルトによる接合法は、リベットおよ

びボルト軸部と材片との間の局部的な支圧力やせん断力に

よって作用力を伝達しており、摩擦接合と異なる。

摩擦接合では、作用力が摩擦力を超えて作用し、材片間に

すべりが発生するまでは、静的摩擦力により作用力に抵抗

し、材片間にずれは生じない。このように摩擦力を介して荷

重伝達を行うことから、ボルト孔周辺の鋼板に高い応力集中

も発生せず、ボルトの軸力変動も小さい。そのため、疲労に

対しても有利な接合形式である。また、摩擦力により被接合

材と連結板とが一体となるため接合部の剛性は高い。ただ

し、静的摩擦力を超えた作用力が作用すると材片間にずれが

発生し、作用力の増大とともに、残った摩擦力とボルトのせ

ん断力および支圧力で作用力を伝達する。最終的には作用力

のすべてをボルトのせん断力および支圧力で伝達する状態

（支圧状態）へと移行する。なお、材片間のずれをすべりと呼

び、このすべりが発生する限界をすべり限界と呼んでいる。

我が国のインフラ鋼構造物の設計では、このすべり限界を終

局限界として設計されることが多い。しかしながら、すべり

限界以降、すべりによる相対ずれが発生し、接合部は支圧状

態となるが、接合部の耐力は増加することから、欧米では、

構造物の種類によっては、すべり限界を終局限界とせず、支

圧状態においてボルトのせん断耐力もしくは、孔壁の支圧耐

力に到達する限界状態（支圧限界状態）を終局限界とする場

合もある。摩擦接合における作用力Pと相対変位δとの関係

の概念図を図5に示す。

摩擦接合では、前述した荷重伝達メカニズムから材片間

（接合面）の摩擦力が重要となる。この摩擦力を確実に発生さ

せるためには、高力ボルトに所定の軸力を確実に導入するこ

図3　インフラ構造物における高力ボルト接合の事例（摩擦接合）

図4　摩擦接合の荷重伝達メカニズム
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と、および所定のすべり係数μを確保できる接合面処理を行

うことが必要であり、これらの管理が重要となる。そのため、

接合面では、これらのすべり係数値以上を確保できるよう、

十分な配慮がなされる。

摩擦接合における一接合面あたりの摩擦力は次式で表さ

れ、作用力がこの摩擦力を超えた段階ですべりが発生する。

 F ＝ μN   （1）

ここに、

F ：ボルト1本、1接合面あたりの摩擦力

N：設計ボルト軸力

μ：すべり係数

ここでいう、すべり係数とは、式（1）からわかるように、接

合面にすべりが生じた時の荷重（作用力）を、設計ボルト軸

力で除した値である。つまり、接合面にすべりが生じた時の

ボルト軸力で除すのではないということであり、それ故、摩

擦係数と呼ばずにすべり係数と呼んでいる。また、あくまで、

接合部に作用した荷重に着目した平均的な摩擦係数であり、

この意味からもすべり係数と呼ばれる。なお、実際の施工で

は、接合面におけるリラクセーション等を考慮して、設計ボ

ルト軸力を1割増しとした標準導入軸力を目標値として軸力

を導入・管理し、リラクセーションによりボルト軸力が設計

ボルト軸力を下回らないよう配慮している。

すべり係数μはすべり試験の結果から求められるものであ

るが、その値は締付けられる接合面の処理状況で異なる。し

かしながら、設計・施工上の簡便さから、日本道路協会道路

橋示方書・同解説 2）では0.4、日本建築学会鋼構造設計規準 3）

では、0.45と一律の値をすべり係数として規定している。

一方、現在では、接合部のコンパクト化（ボルト本数の低

減）などの観点から、接合面処理に見合った高いすべり係数

を採用したいとのニーズもあることから、過去の実験結果を

参照し、接触面の処理状態に応じてすべり係数の推奨値を提

案している。例えば、土木構造物を対象としている文献 4）で

は、これらすべり係数の推奨値を表1のように規定している。

また、建築構造物についても、文献 5）で接合面処理に応じた

すべり係数が提案されている。

土木構造物では、継手部が防錆上の弱点となりやすいこと、

錆汁などの発生から外観が損なわれることなどから、接合面

にブラスト処理後、厚膜型無機ジンクリッチペイントを塗布

する接合面処理が一般的である。一方、建築構造物では、ブラ

スト処理後、赤さびを発生させる接合面処理が一般的である。

高力ボルトは、接合面間に高い接触力を生じさせる役割を

担うため、大きな引張力に耐え得るものが必要となる。現在、図5　摩擦接合における作用力と相対変位の関係の概念図

表1　土木鋼構造物におけるすべり係数の推奨値 4）
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一般的に使用されている高力ボルトは、JIS B 1186摩擦接合

用高力六角ボルト、ナットおよび座金のセットに規定される

第1種（F8T）および第2種（F10T）高力六角ボルト、摩擦接

合用トルシア形高力ボルト・六角ナット・平座金のセット、

同解説 6,7）に規定されるトルシア形高力ボルトである。なお、

ここでFは for Friction Grip Joints（摩擦接合用）を意味し、T

はボルトの引張試験による引張強さTensile Strengthを表し

ている。例えば、F10Tは引張強さ100kgf/mm2＝10tonf/cm2

の摩擦接合用を表している。両者のボルトの例を図6にそれ

ぞれ示す。後者のトルシア形高力ボルトは、ねじ部の縁端部

にあるピンテールをつかんでナットを回転させ、所定のトル

クに達するとピンテール部の溝が破断するボルトであり、容

易に一定のトルクでボルト締めが可能となっている。図6に

示すとおり、摩擦接合用高力六角ボルトでは、2枚の座金を

使用するが、トルシア形高力ボルトでは、頭部側の座金を用

いない。実際の架設現場では、所定の軸力が導入されている

かなどの施工管理上の容易さから、トルシア形高力ボルトの

採用が主流となっている。いずれも、ボルト、座金、ナットを

組み合わせたセットとして製造、出荷される。これは高力ボ

ルトに一定の軸力を確実に導入するためにセットとして、そ

の性能が保証されているからである。

摩擦接合におけるボルト孔径は施工性も考慮して、ボルトの

呼び径＋2から2.5mm（M20からM24の場合）となっている。

	3	 支圧接合
支圧接合は、摩擦接合と同様に、ボルト軸と直角方向の作

用力に対し、ボルト軸部のせん断抵抗およびボルト軸部とボ

ルト孔壁部材の支圧抵抗によって作用力を伝達する接合形式

である。支圧接合の荷重伝達メカニズムを図7に示す。支圧

接合は摩擦接合や後で述べる引張接合と異なり、高力ボルト

を締め付けることによって生じる材片間の接触力を利用する

のではなく、高力ボルトそのものの高い強度を利用する接合

形式であり、荷重伝達メカニズム上はボルトの締め付けを必

要としない。

設計上、支圧接合の耐力は、ボルトのせん断耐力と鋼材孔

壁の支圧耐力のいずれか小さい方で定義される。支圧耐力が

鋼材の一軸降伏耐力よりも大きいこと、摩擦力よりもボルト

のせん断耐力が大きいことから、支圧接合の耐力は摩擦接合

のそれよりも高くなる。そのため、摩擦接合に比べ、少ない

ボルト本数で接合部を構成することも可能となり、十分なボ

ルトを配置するだけのスペースがない時など、補修・補強時

の接合法として現在、注目されている。

道路橋示方書・同解説 2）では、支圧接合でも摩擦接合の場

合と同等な軸力を高力ボルトに与えて継手性能の改善を図る

よう規定している。ただし、設計上は、摩擦による力の伝達

は考慮せず、ボルトに対してはボルト軸部のせん断応力、被

接合材および連結板に対しては、それらの降伏応力に対して

安全となるよう設計するものとしている。

既に述べたように、支圧接合ではボルトのせん断抵抗とボ

ルト軸部とボルト孔壁部材の支圧抵抗によって荷重伝達を行

うことから、ボルト孔壁とボルト軸部との密着性が重要とな

る。したがって、用いる高力ボルトは、それに対応した、図8

に示すような突起付きの支圧接合用打込み式高力ボルトを採

用することが多い。ただし、摩擦接合用高力六角ボルトや摩

擦接合用トルシア形高力ボルトを用いる場合もあり、この場

合、ボルト孔とボルト軸との隙間をできるだけ小さくし、す

べりが生じても接合部のずれが小さくなるように配慮する。

このため道路橋示方書・同解説2）では、支圧接合に用いるボ

ルトは、支圧接合用打込み式高力ボルト、六角ナット、平座

金暫定規格 8）によるものとし、ボルト孔径については、ボル

ト軸径と等しいとし、打ち込み作業の難易も考慮して、工作

上許容できる限界を孔加工の精度として規定している。さら

に、打込みの作業性（打ち込み難易度）や、ボルト孔周縁の傷、

（a）高力六角ボルト

図6　摩擦接合用高力六角ボルトとトルシア形高力ボルト

（b）トルシア形高力ボルト

ピンテール

図７ 支圧接合の荷重伝達メカニズム
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被接合材の厚さと打込み強さ、ボルト孔の大きさと食い違い

などの部材精度についても十分検討するよう規定している。

実際の施工にあたっては、作業者はもちろん、周辺環境、周

辺住民への施工時騒音に対する配慮が必要となる。

支圧接合で用いられる孔径は高力ボルトの呼び径（M20か

らM24）に対し、＋1.5mmとなっている。

このようなことから支圧接合は我が国の鋼構造物での使用

実績は多くはないが、最近では、大きな断面力が作用する鋼

製ラーメン橋脚隅角部の補修・補強工事のあて板補強に用い

られるなど、有効な接合法として注目されている。

	4	 引張接合
引張接合は、高力ボルトを締め付けて接合面間に発生させ

た接触力により作用力の伝達を行うことは摩擦接合と同じで

あるが、図9に示すように、伝達すべき作用力はボルト軸方

向に作用し、作用力の増加分と接触力の減少分とがつり合っ

て作用力を伝達する。引張接合の荷重伝達メカニズムを図9

に示す。

引張接合には、接合面を向かい合わせに直接接触させて、

高力ボルトで締め付けて接合する短締め形式と、リブプレー

トおよびアンカープレートなどを介して締め付ける長締め形

式とがある。短締め形式と長締め形式とは、リブプレートを

介して作用力を伝達するか否かで分類されており、単にボル

トの長さで短締め、長締めと分類するのではない。短締め形

式では、接合用材片の形状から、スプリットティー接合やT

接合とも呼ばれる。作用力が主として接触力の減少とつり合

うという基本的なメカニズムは短締め形式でも長締め形式で

も同一である。接触力によって発生する摩擦力を利用する摩

擦接合と引張接合とを比較すると、すべり係数が関与しない

引張接合は、接触力を直接利用するため、大きな荷重（ボル

ト1本あたり）を伝達することができ、効率的である。また、

高力ボルトに導入される高い軸力によってもたらされる接触

力のために接合部の剛性は高い。さらに、この接触力の存在

により、作用荷重の変動に対してボルト軸力の変動はきわめ

て小さく、耐疲労性にも優れている。ただし、摩擦接合では

載荷に伴うボルト軸力の増加はほとんどないが引張接合では

載荷に伴い、短締め形式か長締め形式かによるが、ボルト軸

力の増加を伴う場合がある。

引張接合にせん断力が作用する場合では、摩擦接合と同様

の荷重伝達機構によってせん断力に抵抗する。このように見

ると、引張接合は、引張力とせん断力、それぞれの作用力に

対応した、異なる荷重伝達メカニズムにより荷重伝達を行う

接合形式であると言える。

引張接合は高力ボルトの高い引張強さを活かした合理的な

接合方法ではあるが、その力学的挙動に対する理解が一般的

でないことや施工時誤差の吸収が困難であることなどから、

広く普及するには至っていない。

短締め形式の場合は、いわゆる、てこ作用と呼ばれる現象

が発生し、作用力の増加に伴ってボルト軸力が増加する。作

用力が初期ボルト軸力より大きい場合のてこ作用およびてこ

反力の概念図を図11に示す。Tフランジの剛性が無限大でな

いため、Tフランジ先端部分には作用力の増加に伴うTフラ

ンジの変形に伴って、てこ反力Rが発生する。このようなT

フランジの変形に伴って接合面間に発生する接触力をてこ反

（a）丸頭

（b）皿頭

図8　支圧接合用打込み式高力ボルト 図9　引張接合の荷重伝達メカニズム
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力Rと呼んでいる。短締め形式の引張接合の設計では、この

てこ反力の発生は無視できない重要な項目である。Tフラン

ジの板厚が大きくなればなるほど、Tフランジの剛性が大き

くなり、てこ反力の発生を少なくすることができる。設計で

は、作用力に対して、てこ反力を考慮したボルト軸力がボル

トの限界軸力を越えないように設計する。

T接合における作用力（荷重）と離間量（Tウェブ位置）の

関係の概念図を図12に示す。図に示すように、Tフランジ

（フランジ板）の板厚によりその挙動は異なる。すなわち、T

フランジ（フランジ板）が薄いほど離間開始の荷重レベルも

低く、Tフランジの降伏が支配的となり、Tフランジの曲げ

崩壊で終局状態となる。一方、Tフランジ（フランジ板）が厚

い場合、離間開始の荷重レベルは高く、離間量も小さい。こ

の場合、Tフランジではなく、高力ボルトの挙動が支配的と

なり、高力ボルトの降伏、そして破断により終局状態となる。

一方、長締め形式の場合は、図13に示すように、短締め形

図10　引張接合を用いた継手構造の例

図11　てこ作用とてこ反力 図12　T接合における作用力と離間量の関係

ふぇらむ Vol.16（2011）No.5

52322



式と異なり、短締め形式のTフランジに相当するエンドプ

レートがリブプレートで補剛されること、また、その結果、

作用力と発生する接触力の作用位置の偏心が少なくなること

から、てこ作用は考慮しなくてよいほど小さくなる。そのた

め、設計にあたってそれを考慮する必要はない。しかし、短

締め形式と異なり、接合部の弾性変形によってボルト軸力が

増加することは無視できず、これを考慮する必要がある。

短締め形式に用いるボルトには、摩擦接合に用いる摩擦接

合用高力六角ボルトや摩擦接合用トルシア形高力ボルトを採

用する。特に、短締め形式では作用力によってボルト軸力が

初期ボルト軸力よりも増加するので、トルシア形高力ボルト

を使用する場合には、ボルト頭の鋼材へのめりこみによる初

期ボルト軸力の減少が摩擦接合に比べ大きくなることが予想

される。そのため、日本鋼構造協会橋梁用高力ボルト引張接

合設計指針 9）では、ボルト頭部側にも座金を用いることとし

ている。

一方、長締め形式に用いるボルトは、短締め形式に用いる

ボルトのほかに、六角ボルト（JIS B 1180 10）で規定される強

度区分8.8、10.9の2種）および棒鋼をねじ加工したボルトを

用いる。素材としては、炭素鋼や合金鋼（強度区分10.9以下

の範囲）を使用することができる。

高力ボルト引張接合におけるボルト孔径は、摩擦接合と同

様であり、M20からM24の高力ボルトに対して、ボルトの呼

び径＋2.5mmとなっている。

	5	 まとめ
以上のように、高力ボルト接合は、高力ボルトに高い軸力

を導入してその結果得られる接触力を利用する摩擦接合と引

張接合、さらに、主として高力ボルトそのものの高い強度を

利用する支圧接合に分類される。いずれも、高力ボルトの高

い強度を利用した接合形式である。

現在、社会インフラ構造物には、我が国の経済・社会情勢

を踏まえ、建設費や維持管理費を含めたライフサイクルコス

トの縮減が強く求められている。鋼構造物は、主として、構

造のシンプル化、高耐久性化によってそれを実現しようとし

ている。したがって、部材と部材とを接合する、代表的な接

合形式である高力ボルト接合においても同様なことが求め

られている。高力ボルトの一層の高強度化はボルト本数の低

減をもたらし、継手構造をシンプルにし、省力化、高耐久性

化に大きく貢献する。特に、高力ボルト接合部は、塗装の面

から防錆上の弱点となっており、ボルト本数の低減が高耐久

性化にもたらす影響は小さくない。社会インフラ鋼構造物に

おける高力ボルトの高強度化は、F11T、F13Tのボルトで発

生した過去の遅れ破壊の問題から、あまり進んでおらず、部

材を構成する鋼材の高強度化とのアンバランスが設計上問題

となる場合がある。実際、建築構造物ではF14T高力ボルト

の使用が認められているが、橋梁などの土木構造物において

は、F14Tの使用は認められておらず、橋梁構造物の接合部設

計を難しくしている場合がある。

したがって、高力ボルトに適した、高強度で高耐久な鋼材

の開発とその高力ボルトへの加工技術、そして、性能評価技

術の開発が、社会インフラ鋼構造物の接合部において強く求

められており、これらを用いた大規模社会インフラ鋼構造物

の一日も早い出現を期待したい。
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 （2011年2月16日受付）図13　長締め継手の構造詳細の例
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	1	 緒言
近年、地球規模での物流量の増大から船舶の大型化が進ん

でいるが、船体軽量化によるCO2低減のため、高強度鋼板の

採用が広がっている。一般的に造船用鋼板としては、強度の

他にも溶接施工性、靱性といった特性を確保することが重要

となるが、それら全てを満足するような鋼板を製造するため

にはNi、Mo等の合金元素の添加が必要となり、コスト削減

の観点から製造技術による達成が強く求められていた。

本開発は、これらの課題を解決した造船用鋼板最高強度ク

ラスのYP460MPa級鋼板（図1）製造技術の確立を行ったも

のである。本鋼板の採用によって、軽量化に伴うCO2削減効

果のみならず、（1）コストの低減　（2）大入熱溶接による溶

接施工の効率化　（3）供給安定性やリサイクル性の向上と

いった多くのメリットが享受できる。本鋼板は、現在、国内

造船メーカーで使用されているものであり、平成22年度第

42回市村産業賞を受賞した。本稿では、開発技術の内容と特

性について概説する。

	2	 開発技術
本開発技術は、高強度かつ高靱性の母材金属組織を造り込

む技術と微量添加元素の最適化による大入熱溶接時の靱性

劣化を防止する溶接熱影響部（HAZ：Heat Affected Zone）

組織制御技術から構成される。具体的には、①低成分でも

高強度化を達成する均一強冷却が可能なTMCP（Thermo-

Mechanical Control Process）技術1）、②結晶粒径微細化によ

る高靭性化を達成する多段冷却による圧延時の温度制御と

圧下率の厳密制御が可能なプロメ（Plate Rolling system for 

Mechanical property control）2）技術、③大入熱溶接継手特性

に寄与するHAZ部組織の微細化を達成するTiN微細分散技

術と破壊の起点となる島状マルテンサイト（MA）を抑制す

る成分系を確立した。

2.1　均一強冷却を可能とするTMCP技術

従来、加速冷却では巾端部の過冷や板上面の冷却能増大に

よる板内の不均一冷却から残留応力の発生が起こり、冷却後

の熱処理による残留応力除去が必要となる場合があり、それ

による強度低下が問題となっていた。これに対し図2に示す

金子雅人
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（株）神戸製鋼所　鉄鋼事業部門 
技術開発センター
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Development of High Strength Steel Plate with Higher Resistance to Hull Destruction for Prevention of Global Warming
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図1　船級の規格体系 図2　均一強冷却技術の模式図
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ふぇらむ Vol.16（2011）No.5

54324



ような端部過冷を防ぐエッジマスキングや板上面の冷却能増

大を防ぐ上下水量比可変技術を開発することにより、残留応

力発生による問題を解決できる均一強冷却技術を実現した。

2.2　�多段冷却による温度制御と圧下率制御を可能とする�

圧延技術（プロメ技術）

一般に材料は、すべり変形を起こさない場合、へき開亀裂

が発生し、脆性亀裂として表面エネルギーの低い結晶面に

沿って進展し破壊する 3）。そのため万一船体に亀裂が発生し

た時に亀裂を停止させるアレスト特性は、脆性亀裂伝播抑制

効果の高い結晶方位差15°以上の大傾角粒を細粒化し、抵抗

箇所を増やすことで向上すると考えられる。それには結晶粒

径微細化に有効である再結晶、未再結晶温度域にて一定以

上の圧下を付与することが必要条件となるが 4）、厚肉材にお

いては板厚方向の温度傾斜が大きい。そこで温度予測シミュ

レーションで板厚方向温度分布を予測するとともに、多段冷

却の適用によって、板厚中心部が結晶粒径微細化に最適な温

度域に制御された状態での圧下を可能にするプロメ技術を活

用した。EBSP（Electron Back Scattering Pattern）5）による

組織観察をした結果、図3に示すように大傾角粒界径を従来

の1/2以下に制御できることを確認した。

2.3　Ti窒化物の微細分散によるHAZ部の組織微細化技術

大入熱特性は成分系による影響が大きい。入熱量が

40kJ/mmを超える超大入熱溶接では、HAZにおいて旧γ粒

径が粗大化し、靭性を劣化させる。これを防止するために、

図4に示す神戸製鋼所のTiNの微細分散によるHAZ組織の

細粒化技術であるKST（Kobe Super Toughness）処理6）を用

いた。この処理は従来のTiN技術を発展させたもので、TiN

の多量分散を可能にし、かつ溶接時のTiN固溶により靭性

に悪影響を及ぼす固溶N量を最小限化するTi、N量および

Ti/N比に成分制御する技術である。またMA防止の観点か

ら、強冷却の活用により強度を確保した上で、可能な限りの

低C化や合金元素削減による低Ceq化を行った。その結果、

図5に示すように従来鋼よりMAが低減できていることが確

認できた。

	3	 開発鋼の性能
板厚60mmの開発鋼板を製造した。以下に開発鋼の特性を

記載する。

3.1　均一強冷却による高強度化

開発鋼板の化学成分を表1に示す。2.3節の考えに基づき合

金元素を削減しているため、Ceqは0.34％とYP355MPa級鋼

板と同程度の低い値である。開発鋼板の母材引張特性を表2

に示す。機械特性は、均一強冷却技術の適用により、低成分

系にもかかわらず目標強度を満足している。

表1　開発鋼の化学成分

表2　開発鋼の母材引張特性

図3　従来鋼と開発鋼のEBSP組織

図4　TiN微細分散によるγ粒粗大化防止効果

図5　低C化、低Ceq化による島状マルテンサイト（MA）生成抑制
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3.2　組織微細化によるアレスト特性の確保

アレスト委員会設計指針にて温度勾配型脆性破壊試験

（ESSO）での最低使用温度（－10℃）における応力拡大係数

Kcaを6000N/mm1.5以上確保することにより、安全性を確保

できると報告されている 7）。大傾角粒の細粒化により、表3に

示すように開発鋼は7000N/mm1.5以上と十分高い値を確保

している。

3.3　�1パス大入熱エレクトロガスアーク溶接における�

機械特性確保

開発鋼板の溶接条件および溶接継手特性を表4に示す。造

船における実際の施工を模擬して、入熱量が42kJ/mmの1

パス大入熱エレクトロガスアーク溶接を行った。継手強度は

母材強度を高強度化させることにより、目標値を十分に満足

している。また継手靭性においてもTiN微細分散技術とMA

低減により、Vノッチシャルピー試験、試験温度－20℃にお

いて全てのノッチ位置で53J以上と良好な値を確保してい

る。またこの1パス大入熱エレクトロガスアーク溶接が適用

可能となることにより、従来鋼と比較して、溶接における工

数比は1/9以下に低減することができる。

	4	 開発技術の効果および今後の展望
高強度化に伴う船体の軽量化を通して、低燃費化・CO2削

減が可能である。具体的には、本開発鋼板をコンテナ船の

ハッチサイドコーミングに適用することを前提とした場合、

約1000トン/年・隻のCO2削減効果が期待できる試算結果

が得られている。また、本開発鋼板は①TMCP技術、②プロ

メ技術、③溶接部の組織制御技術を活用することによって、

レアメタルであるCu、Ni、Cr、Moを添加せずに（1）コスト

の低減　（2）大入熱溶接による溶接施工の効率化　（3）供給

安定性やリサイクル性の向上を達成することができており、

今後想定されるレアメタルの入手性に左右されず、安定して

供給できるものと考えられる。将来的には、本開発鋼板およ

び製造技術を船舶以外にも橋梁、建設・運送機械、エネルギー

等へ適用することにより、地球環境への更なる貢献が期待で

きる。
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	1	 はじめに
大規模な地震や凍土地帯で発生する地盤の大変形に対し

てパイプラインの安全性を確保するために「ひずみベース設

計」の開発とその適用が進んでいる。「ひずみベース設計」で

は、埋設鋼管の局部座屈性能を評価、予測する技術と、それ

に対応した変形性能に優れた鋼管が必要である。従来から、

鋼管の局部座屈性能を向上させる一般的な方法は管厚を増加

させることであると認識されているが、管厚を増加させれば

パイプラインの建設費用が増加することは周知である。材料

特性を改良することにより、鋼管の変形性能を向上させるこ

とが可能ならば、建設費用の増加を最小限に抑えながら、地

震地帯や凍土地帯におけるパイプラインの安全性を確保する

ことができる。また、近年のパイプラインの長距離化、高圧

化に対応して、より高強度の鋼管の適用が求められており 1）、

API-X80（降伏強度550MPa以上）等の高強度パイプラインの

ひずみベース設計とそれに対応した鋼管の開発が強く求めら

れている。

本開発では、最初に材料特性を考慮した鋼管の局部座屈ひ

ずみの定式化やFEM解析により鋼管の変形挙動を評価し、

実管を用いた大型曲げ実験により検証するとともに、必要

な材料特性を明確にした。次に、局部座屈性能を高めるため

の材料特性と鋼材のミクロ組織の関係を解明することによ

り材質の最適化を行い、そして最新の厚鋼板製造技術を活用

して、高強度でかつ高変形能の鋼管の大量製造技術を確立し

た。本稿ではその開発の概要について紹介する。

	2	 鋼管の局部座屈性能と材料特性
鋼管の局部座屈特性は鋼管の形状や操業圧力または変形

モードによって複雑に変化するだけでなく、鋼管の材料特性

の影響を大きく受ける。はじめに、軸圧縮を受ける鋼管の限

界座屈ひずみから概説する 2）。限界圧縮ひずみは応力ひずみ

曲線にべき乗硬化則を用いると（1）式で示される。

 εcr ＝ 
4
3

 n  
t
D

   （1）

ここで、εcr：限界圧縮ひずみ、t：管厚、D：平均管径、n：

硬化指数である。X65以下の鋼管についてn＝0.11とし安全

率1.25を考慮するとεcr＝35t/D（％）が得られる。これが、

高圧ガス導管耐震設計指針 3）の圧縮許容ひずみを表す式（ガ

ス耐震式）である。これに対して鋼管の変形性能をより適切

に推定するためには、以下に示す解析解 4）を適用することが

できる。

 （σcr

σ0
）N ＝ － 

1
2α（1＋ 

1
N

）＋ 
4

3α N
 

E
σ0

 
t
D

    （2）

 εcr ＝ 
σ0

E
 （σcr

σ0
） ＋ 

ασ0

E
 （σcr

σ0
）N    （3）

ここで、ε：公称ひずみ、σ：公称応力、E：ヤング率、α、

σ0、N：Ramberg-Osgoodの式の定数、σcr：限界圧縮応力、

εcr：限界圧縮ひずみである。

表1にAPI材（X60、X70、X80）の代表的な引張特性を示す。

これらは何れも規格最小値であり、一様伸びは6％とした。

これらのAPI材について得られたR-Oパラメータを（2）式

と（3）式に代入して得られた限界圧縮ひずみ曲線を図1に示
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す 4）。3本の曲線を比較すると、X60の限界圧縮ひずみはX80

よりも大きい。X60とガス耐震式の曲線を比較すると、D/t

が40よりも大きい範囲で両者は一致している。一方、X70お

よびX80の曲線はガス耐震式よりも小さい。この計算例は、

応力ひずみ曲線をSMYSとSMTSで定義した特別の条件で

あるが、軸圧縮を受けるX80の変形性能に関する課題を的確

に抽出している。

変形性能に関する上記の課題を解決するためには、高変形

性能を有する材料の開発と同時に、鋼管の変形挙動を理解し

必要な材質指針を明確化することが重要である。次に、鋼管

の圧縮座屈性能と材料の引張変形特性の関係を解析した結

果を示す。表2に、種々のX80の引張特性を示す。規格最小値

で定義した材料特性をX80-SM、降伏比（Y/T）を0.85 ～ 0.75

の範囲で変化させた材料をX80-A、B、Cと表す。これらの鋼

管の圧縮限界座屈ひずみを式（2）（3）から求めた結果を図2

に示す 5）。ガス耐震式はX80-SMよりも上側にあり、X80-Aと

ほぼ重なっている。また、X80-BとX80-Cはガス耐震式より

も上側にある。したがって、降伏比を低減させることにより、

管厚を増加させることなく、鋼管に要求される圧縮変形性能

を向上させることが可能である。つまり、製造可能な範囲で

材料特性を変化させることにより、耐震設計で要求される鋼

管の変形性能を向上させることができる。

一方、曲げ変形における限界圧縮ひずみを求める解析解は

なく曲げ座屈実験データに基づいて幾つかの実験式が提案さ

れているのが現状である4）。そのため、曲げ変形を受ける鋼

管の限界座屈歪を正確に予測するためにはFEM解析の利用

が不可欠となっている。

次に、FEMによる曲げ変形解析の一例を紹介する。外径

762mm、管厚15.6mm、長さ4000mmのX80鋼管を4 節点シェ

ル要素でモデル化し、モーメントアームを介して曲げ変形を

加える解析を行った 6,7）。このとき、鋼管の幾何学的初期不整

として、外径（OD）、管厚（WT）、軸方向不陸（BL）（図3）を

実際の鋼管で測定し、それぞれを考慮したFEMモデルを作

成した。曲げ変形のFEM解析で得られた曲げ角度（θe）と

曲げモーメント（M）の関係を図4に示す。同一サイズのX80

鋼管を用いた曲げ実験結果も合わせて示した。なお、FEM、

実験のいずれも12MPaの内圧を負荷した条件で行った。初期

不整を考慮しないFEM結果は実験データと限界変形までは

よく一致しているが、それ以降も変形が増加し限界ひずみを

過大に評価している。一方、幾何学的初期不正を考慮するこ

とにより限界変形量が実験値に近づき、（BL＋WT）不整と

図1　軸圧縮での限界座屈ひずみとD/tの関係 4）

図2　各種X80鋼管の限界座屈ひずみとD/tの関係 4）

図3　鋼管の軸方向不陸

表2　各種X80鋼管の引張特性

表1　API下限強度材の引張特性
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（OD＋WT＋BL）不整を考慮した場合に同一の結果が得ら

れた。また、座屈波形の発生状況について計算と実験結果の

比較を図5に示す。座屈波形は鋼管の外面側で試験体中心か

ら125mm左側に発生しており、実験結果とほぼ同一である。

このように適切な解析モデルを適用することによって、

FEM解析により極めて精度良く鋼管の曲げ変形挙動を予測

することが可能となる。次に、引張特性の異なる2種類のX80

鋼管を用いた曲げ変形解析結果を行った。表3に解析に用い

た鋼管の引張特性と限界圧縮ひずみの計算結果を示す。ここ

で、fDは設計係数で内圧による周方向応力と規格下限降伏応

力の比である。限界圧縮ひずみは座屈波形を中心として管軸

方向に分布する圧縮ひずみを平均管径の2倍の標点距離内で

平均化したものである。より降伏比の低いX80鋼管の限界圧

縮ひずみは設計係数0.0で1.87％、0.72で2.82％となってお

り設計係数に従って増加している。しかし、一般的なX80鋼

管の限界圧縮ひずみはいずれの条件も低い値である。よっ

て、これら2種類の鋼管の局部座屈に対する安全性を考えた

場合、一般的な耐震性能が要求される場合には両者ともに採

用可能であるが、1.5％程度の平均限界曲げひずみが要求さ

れる地域においてはより降伏比の低い高変形能のX80が選択

される。

以上のように、地震等の地盤変動による変形に対して埋設

パイプラインの安全性を確保するためには、敷設される鋼管

が高い耐座屈性能を有していることが必要であり、材料とし

ては表2のX80-Cや表3のHigh strainX80で代表されるよう

な高変形能の鋼管が要求される 8）。また、材料特性としては

加工硬化性能（n値）が重要であるが、加工硬化性能を表す指

標として、図6に示す応力比σr（ある歪範囲での応力の上昇

率）を適用することができる。ここで重要な点は、座屈が発

生するひずみ領域に応じて評価するひずみ範囲を設定するこ

とであり 9）、実際の埋設パイプラインの材料要求性能として

も適用されている 10,11）。

	3	 変形能向上のための組織制御技術
本章では、高い加工硬化性能を得るための鋼材の材質制御

方法とそれに基づき開発された高変形鋼管について紹介す

る。

連続降伏型でかつ高n値の応力歪曲線を得るための最適な

ミクロ組織形態を探索するために、実験のみならずFEM等の

解析的手法による検討も行われている。図7に単位セルモデ

ルというFEMモデルによって解析した、応力歪曲線に及ぼ

すベイナイト分率の影響を示す12）。フェライト相そのものは

降伏棚を有しているが、ベイナイトを含んだ二相組織とする

ことで連続降伏型の応力ひずみ曲線が得られる。また、図8は

Micromechanics による二相組織鋼の解析結果であり、第二相

図4　X80鋼管の曲げ変形のFEMと実験結果の比較

図5　座屈波形の発生状況（上：FEA、下：実験） 図6　応力比

表3　X80鋼管の材料特性と限界圧縮ひずみ

59

変形性能に優れた高強度鋼管の開発

329



の体積分率の増加または強度上昇によってn値が上昇する13）。

上記に示されたフェライト－ベイナイト二相組織は、鋼板

製造プロセスにおける加速冷却温度を高精度に制御すること

により得られる。図9に高変形能を有する鋼管のミクロ組織

を示す14）。同様の組織制御技術により製造した各種グレード

の鋼管の応力－歪曲線を図10に示す。いずれの鋼管も低降

伏比で従来鋼管の応力歪曲線と比べると一様伸び性能も大

きく向上していることがわかる。上述のようなフェライト－

ベイナイト組織の高変形能ラインパイプの他に、鋼板製造に

おいて加速冷却直後にオンライン熱処理を適用した新しいプ

ロセス 15）（HOP；Heat treatment On-line Process）によりベ

イナイト－MA（島状マルテンサイト）組織を得ることが可

能である 16）。これは、加速冷却後の加熱処理によって未変態

オーステナイトへの炭素濃縮を促進されることにより、微細

で粒状のMAが得られることによる。オンライン熱処理を適

用したX80グレードの高変形鋼管のミクロ組織を図11に示

す 17）。体積分率で8％程度のMAがあり、マトリクスはベイ

ナイト組織となっている。図12にベイナイト－MA型高変形

図8　n値に及ぼす硬質第2相の影響 13）

図9　F-B型高変形能鋼管のミクロ組織の例 14）

図10　F-B型高変形能鋼管の応力ひずみ曲線 14）

図11　B-MA型高変形能鋼管のミクロ組織の例 17）

図12　B-MA型高変形能鋼管の応力ひずみ曲線 17）

図7　応力ひずみ曲線に及ぼすベイナイト分率の影響 13）
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鋼管の管軸方向応力歪曲線を示す。前述のフェライト－ベイ

ナイト型の高変形鋼管と同等以上の高い一様伸びが得られて

いる。これらの複相組織を有する鋼管は軸圧縮及び曲げ実験

により従来材と比べ高い耐座屈性能が得られることが実証さ

れている16,17）。

	4	 まとめ
本開発により、ひずみベース設計に適合できる高強度鋼管

をはじめて工業化することができた。これにより、国内では

天然ガスパイプラインの地震時における安全性の向上、カナ

ダ、ロシア、中国では、ひずみベース設計に基づいた地震地

帯と凍土地帯における長大天然ガスパイプラインプロジェク

トの実現に寄与している 10,11）。
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行事等予定
太字は本会主催の行事。

問合せ・連絡先主催者行事（開催地／詳細掲載号および頁）開催期日
2011年５月

名古屋工業大学　井門康司　sead２３@nitech.ac.jp
http://ffr.web.nitech.ac.jp/sead２３/

日本AEM学会第２３回「電磁力関連のダイナミクス」シンポジウム（愛知）１８～２０日

マイクロビームアナリシス第１４１委員会
http://alc.surf.nuqe.nagoya‐u.ac.jp/alc１１/

日本学術振興会第８回新材料とデバイスに対する原子レベル・キャラクタリゼーション
に関する国際会議（ALC'１１）（韓国）２２～２７日

東北大学材料科学総合学科内　渡辺久美子
Tel．０２２‐７９５‐７３２６
http://www.material.tohoku.ac.jp/creep２０１１

日本金属学会第１２回 工業材料と構造物のクリープと破壊国際会議（Creep２０１１）（京都）２２～２７日

Tel．０７５‐７６１‐５３２１　jimu@jsms.jp
http://www.jsms.jp

日本材料学会第１回マルチスケールモデリングシンポジウム（第１６回分子動力学シン
ポジウム）（大阪）２３，２４日

Tel．０３‐３４３４‐１９２６　jast@tribology.jp
http://www.tribology.jp

日本トライボ
ロジー学会トライボロジー会議２０１１春（東京）２３～２５日

Tel．０７５‐７６１‐５３２１　jimu@jsms.jp
http://www.jsms.jp

日本材料学会腐食防食部門委員会第２８０回例会　主題：『応力腐食割れと水素脆化』（大
阪）２４日

http://www.seaisi.org/html/SEAISI２０１１ SEAISI Conference & Exhibition（Singapore）２３～２６日

Tel．０７２５‐５３‐２３２９　yamanaka@tri.pref.osaka.jp
http://www.tri.pref.osaka.jp/dantai/g‐kyoukai

大阪府技術協
会、他第４７回真空技術基礎講習会（大阪）２４～２７日

Tel．０３‐３２１９‐３５４１　jsces@ics‐inc.co.jp
http://www.jsces.org/koenkai/１６/

日本計算工学会第１６回計算工学講演会（千葉）２５～２７日

Tel．０６‐６９４６‐３３８４  s.izumi@media.nikkan.co.jp日刊工業新聞社表面改質展２０１１（大阪）２５～２７日

Tel．０３‐３４３５‐８３０１　jstp@jstp.or.jp
http://www.waseda.jp/jp/campus/waseda.html

日本塑性加工学会日本塑性加工学会創立５０周年記念「第２９０回塑性加工シンポジウム」（東
京）２６日

Tel．０３‐３４３５‐８３０１  tatemukai@jstp.or.jp日本塑性加工学会平成２３年度（第４２回）塑性加工春季講演会（東京）２７～２９日

hsla@csm.org.cn
http://hy.csm.org.cn/hsla２０１１/eu/

The Chinese 
Society for Metals

６th International Conference on High Strength Low Alloy Steels 
（HSLA Steels２０１１）（China）３１～２日

2011年６月
nhts４８@cc.okayama‐u.ac.jp
http://heat６.mech.okayama‐u.ac.jp/nhts２０１１/index.htm

日本伝熱学会第４８回日本伝熱シンポジウム（岡山）１～３日

Tel．０３‐３４３５‐８３０１　jstp@jstp.or.jp
http://www.jstp.or.jp

日本塑性加工
学会第１２０回塑性加工学講座（愛知）２，３日

http://www.icm１１.org/
Politecnico di 

Milano 
The 11th International Conference on the Mechanical Behavior of 
Materials（ICM11）（Italy）５～９日

http://www.mmpc.mcgill.ca/theGuthrieSymposium/MMPCThe Guthrie Honorary Symposium（Canada）６～９日

「鉄－人と道具とその技術－」研究Gr. 主査 
香月節子　FAX．０３‐５３８２‐１５１２
k‐setsu@k5.dion.ne.jp

日本鉄鋼協会
環境・エネルギー・社会工学部会　「鉄の技術と歴史」フォーラム　「鉄―
人と道具とその技術―」研究Gr．第5回例会（東京　４号２６３頁　申込締
切６月３日）

１１日

協同油脂（株）　加工油剤技術部　須田三孝
Tel．０４６６‐３３‐３１１２　
mitsutaka‐suda@kyodoyushi.co.jp

日本鉄鋼協会
創形創質工学部会　第34回トライボロジーフォーラム研究会　テー
マ：「熱間圧延におけるスケールとトライボロジー」（大阪　４号２６３頁　
申込締切５月３０日）

１４日

育成グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１４日本鉄鋼協会第２０５回西山記念技術講座「スラグ・ダストの利材化技術と新しい展開」
（東京　本号３４３頁）１５日
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問合せ・連絡先主催者行事（開催地／詳細掲載号および頁）開催期日

色材協会　関東支部　Tel. ０３‐３４４３‐２８１１色材協会第５２回塗料入門講座（東京）１６～１７日

Tel. ０３‐３４３５‐８３０１　jstp@jstp.or.jp
日本塑性加工
学会第２９１回塑性加工シンポジウム（愛知）１７日

http://www.aist.org/conf/１１_plate_steels.htmAIST
International Symposium on the Recent Developments in Plate Steels
（U.S.A.）１９～２２日

http://www.ti-２０１１.com/
The Nonferrous Metal 

Society of China
The １２th World Conference on Titanium（TI-２０１１）（China）１９～２５日

Tel．０３‐５３６０‐３５０２　kasawaki@jsme.or.jp
http://www.jsme.or.jp/pes/Event/symposium.html

日本機械学会No.１１‐１３　第１６回動力・エネルギー技術シンポジウム（大阪）２３，２４日

http://www.aimnet.it/galvatech２０１１.htmAIM他８th International Conference on Zinc and Zinc Alloy Coated Steel 
Sheet（GALVATECH２０１１）（Italy）２２～２４日

育成グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１４日本鉄鋼協会第２０６回西山記念技術講座「スラグ・ダストの利材化技術と新しい展開」
（神戸　本号３４３頁）２４日

http://www.metec-insteel２０１１.comVDEhMETEC InSteel Con ２０１１（Germany）２７～１１日

Tel. ０３‐３２５５‐３４８６　hpi@hpij.org
日本高圧力技
術協会第２１回圧力設備の材料、設計、施工、維持管理（東京）２８，２９日

ems‐query@ems.jpn.org　http://ems.jpn.org/運営委員会第３０回電子材料シンポジウム（EMS‐３０）（滋賀）２９～１日

Tel．０３‐５３６０‐３５００　murayama@jsme.or.jp
http://www.env‐jsme.com/

日本機械学会第２１回環境工学総合シンポジウム２０１１（宮城）２９～１日

編集グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１２日本鉄鋼協会ISIJ　International 特集号「水素脆化研究の基盤構築」原稿締切（２号１０６頁）３０日

2011年７月
大阪大学　森田研究室　iss１１@ist.osaka-u.ac.jp
http://www-sys.ist.osaka-u.ac.jp/iss１１/

日本機械学会スケジューリング国際シンポジウム２０１１（International Symposium on 
Scheduling ２０１１）（大阪）２，３日

Tel．０３‐５３８９‐６３７２　crsj‐xray@bunken.co.jp日本結晶学会粉末Ｘ線解析の実際２０１１（東京）４～６日

Tel．０３‐３３６５‐００９５　gtsj‐office@gtsj.org
http://www.gtsj.org/

日本ガスター
ビン学会第３９回日本ガスタービン学会定期講演会（長野）６，７日

Tel．０３‐３４３４‐０４５１　jacc@mbf.sphere.ne.jp
http://www1.sphere.ne.jp/jacc

日本防錆技術
協会第３１回防錆防食技術発表大会（東京）７，８日

日本原子力研究開発機構　秋田貢一
Tel．０２９‐２８２‐５４７８　http://www.jsms.jp

日本材料学会第４５回Ｘ線材料強度に関するシンポジウム　講演募集（東京）７，８日

Tel．０３‐５３９５‐８０８１　gakujutsu@jrias.or.jp
http://www.jrias.or.jp/

日本アイソト
ープ協会第４８回アイソトープ・放射線研究発表会（東京）６～８日

http://www.tms.org/Meetings/Specialty/ICME
２０１１/

TMS
The First World Congress on Integrated Computational Materials 
Engineering（ICME）（U.S.A）１０～１４日

奈良先端科学技術大学院大学　野田　賢
Tel. ０４７３‐７２‐５３６１ 　
http://www.sice.or.jp/̃kansai/index.html

計測自動制御
学会関西支部平成２３年度計測自動制御学会関西支部講習会（大阪）１３日

Tel. 03‐3663‐0456 　　
info@surtech.or.jhttp://www.surtech.or.jp/

表面技術協会SURTECH２０１１（東京）１３～１５日

Tel．０２９‐８５１‐３３５４（内線３８８６）
http://www.nims.go.jp/nimsconf/2011/

物質・材料研
究機構NIMS Conference ２０１１（茨城）１９ ～２１日

育成グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１４日本鉄鋼協会第３７回鉄鋼工学セミナー（蔵王　３号１９６頁　申込締切５月９日））２４～２９日

http://www.aist.org/conf/１１_mst.htmAISTThe Making, Shaping and Treating of Steel（Australia）２５～２７日

2011年８月
Tel．０７５‐７５３‐５８４２　kawara@nucleng.kyoto‐u.ac.jp
http://www.jsmf.gr.jp/nenkai２０１１/index.html

日本混相流学会日本混相流学会年会講演会２０１１（京都）６～８日

編集グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１２日本鉄鋼協会
ISIJ　International 特集号“Cutting Edge of Mathematical 
Models for Predicting Microstructures and Mechanical 
Properties of Steels”原稿締切（１号４０頁）

３１日

2011年９月

http://www.mat.eng.osaka-u.ac.jp/icomat/日本金属学会International Conference on Martensitic Transformations （ICOMAT）（大阪）４～９日

Tel．０３‐５３６０‐３５０５　otake@jsme.or.jp
http://www.jsme.or.jp/dmc/DD2011/

日本機械学会Dynamics and Design Conference ２０１１（高知）５～９日

http://www.jernkontoret.seJERNKONTORETThe ６th European Oxygen Steelmaking Conference（EOSC２０１１）（Sweden）７～９日

Tel．０３‐５４４２‐１０２１　kawakami@jsee.or.jp
http://wwwsoc.nii.ac.jp/jsee/

日本工学教育
協会平成２３年度工学教育研究講演会（北海道）８～１０日

学術企画グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１３日本鉄鋼協会第１６２回秋季講演大会（大阪　本号３３６頁）２０～２２日

日本製鋼所　室蘭研究所　梶川耕司
Tel．０１４３‐２２‐０１４７　http://www.lmpc２０１１.org/

Institut Jean 
Lamour

International Symposium on Liquid Metal Processing and Casting
（France）２５～２８日

http://www.cleantech１１.com/OMBKE
２nd International Conference and Exhibition on Clean Technologies in 
the Steel Industry（Hungary）２６～２８日

2011年10月

http://www.cim.org/com２０１１/MetSoc
５０th Anniversary of MetSoc's Annual Conference of Metallurgists
（COM２０１１）（Canada）２～５日

http://www.dgm.de/ecaaDGMEuropean Conference on Aluminium Alloys（Euro ECAA2011）（Germany）５～７日
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問合せ・連絡先主催者行事（開催地／詳細掲載号および頁）開催期日
2011年10月

徳島大学工学部 英崇夫 Tel．０８８‐６５６‐８２３５
http;//www.me.tokushima‐u.ac.jp/ACEE2011/

実行委員会第２回工学教育に関するアジア会議（徳島）７～９日

http://www.matscitech.orgTMS、他Materials Science & Technology ２０１１ Conference and Exhibition
（MS&T１̀１）（U.S.A.）１６～２０日

日本材料学会　Tel. ０７５‐７６１‐５３２１日本学術会議材
料工学委員会第５５回材料工学連合講演会（京都）１９～２１日

Tel．０３‐３５７２‐０７０５　yoshii@tarj.org
http://www.unitecr２０１１.org/

耐火物技術協
会第１２回耐火物統一国際会議（京都）３０～２日

2011年１１月
東北大学　高橋　弘　Tel．０２２‐７９５‐７３９４
htaka@mail.kankyo.tohoku.ac.jp

日本実験力学会６th ISEM”１１‐Sendai（宮城）２～５日

東北大学　小川和彦　Tel．０２２‐７９５‐７５４２
kogawa@rift.mech.tohoku.ac.jp

日本溶射学会Asian Thermal Spray Conference２０１１（茨城）７，８日

育成グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１４日本鉄鋼協会第２０７回西山記念技術講座　「鋼板製造プロセス技術の進歩と今後の展
望」（東京　４号２６２頁）１０日

Tel. ０３‐３４３４‐０５８７
http://www.jma.or.jp/inchem/index.html

化学工学会、
日本能率協会INCHEM TOKYO 2011（東京）１６，１７日

育成グループ　Tel．０３‐５２０９‐７０１４日本鉄鋼協会第２０８回西山記念技術講座　「鋼板製造プロセス技術の進歩と今後の展
望」（神戸　４号２６２頁）１７日

http://www.jspf.or.jp/PLASMA２０１１/eng/index.htmlJSPFPlasma Conference２０１１（石川）２２～２５日

Tel．０６‐６８７９‐４１９３　maeda@casi.osaka‐u.ac.jp
http://www.casi.osaka-u.ac.jp/ecomates２０１１

大阪大学先端科学イノ
ベーションセンター

国際シンポジウム「持続可能社会のための材料科学と技術革新‐地球環境
持続性のためのエコマテリアルズとエコイノベーション‐」（大阪）２８～３０日

豊橋技術科学大学　寺嶋一彦
Tel. ０５３２‐４４‐６６９９　http://rengo54.me.tut.ac.jp/

計測自動制御学
会第５４回自動制御連合講演会（愛知）１９，２０日

Tel．０３‐３５００‐４８９１　ecd１１@mstc.or.jp
http://www.ecodenet.com/ed２０１１/index.htm

エコデザイン学
会連合

EcoDesign ２０１１　－第７回　環境調和型設計とインバースマニュファ
クチャリングに関する国際シンポジウム－（京都）３０～２日

2011年１２月

http://www.flogen.com/FraySymposium/Flogen Technologies IncFray International Symposium（Mexico）４～７日

http://www.icotom１６.in/
icotom１６@gmail.com

Indian Institute of 
Technology bombay

The １６th International Conference on the Textures of Materials （第１６
回材料集合組織国際会議 ICOTOM １６）（India）１２～１７日

2012年１月
http://www.isij.or.jp/Bukai/
Gakujutsu/Kopuro/１１２１０３.html日本鉄鋼協会International Workshop on CO2 Reduction Insteel Industry

（東京）２０日

2012年３月

学術企画グループ　Tel.０３-５２０９-７０１３日本鉄鋼協会第１６３回春季講演大会（横浜）２８～３０日

2012年６月

http://www.ICRF２０１２.com
Steel Institute 

VDEh
１st Iinternational Conference on Ingot Casting, Rolling and Forging
（ICRF２０１２）（Germany）３～７日

http://www.scanmet.infoMEFOS
４th International Conference on Progress Development in Iron and 
Steelmaking （SCANMET IV）１０～１３日

2012年９月

http://www.ifacmmm２０１２.org/日本鉄鋼協会IFAC Workshop on Automation in Mining, Mineral and Metal 
Industries （IFAC MMM ２０１２）（岐阜）１０～１２日

2012年１０月
Tel .０３-３２１９-３５４１　pm２０１２@ics-inc.co.jp
http://www.pm２０１２.jp/

日本粉末冶金工
業会、他２０１２年粉末冶金国際会議（略称：PM2012 YOKOHAMA）（神奈川）１４～１８日
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　一千年に一度とも言われる大地震とそれによる大津波が
発生した。先ずは、被災された方、また直接被災されてい
なくても不自由を強いられている方々にお見舞いを申し上
げるとともに、一刻も早く普通の生活が戻ることを心より
お祈りいたします。
　震災からほぼ一ヶ月後の４月上旬、ふぇらむの編集委員
会に参加のため震災後初めて東京を訪れた。空港や駅に着
いたとき、また夜間に街中を歩いていて、たびたび外国に
いる感覚を覚えた。節電のため空港や駅の照明は１/３以
下に、また街の明かりも減らされ薄暗いのである。そう、

諸外国の大都市もやはり薄暗いのである。以前、日本に滞
在中の外国人研究者から聞かれたことを思い出した。「なぜ
日本の夜はこんなに明るいの？」薄暗くても、不自由さは
全く感じなかった。今こそ改めて電気の使い方を考え直す
時かもしれない。それとも、復興が終われば日本の夜はま
た明るくなってしまうのだろうか。
　今年度から新編集委員長のもと、これまでとは違なるカ
ラーのふぇらむができあがると思います。私の編集委員の
任期もあと一年となりましたが、皆様に楽しんでもらえる
誌面を作れるよう努力いたします。 （S．H．）

編 集 後 記
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 田嶋　淳平（住友金属工業（株）） 　戸高　義一（豊橋技術科学大学）　　中嶋　　宏（三菱重工業（株））
 野崎　精彦（UDトラックス（株）） 　早川　朋久（東京工業大学）　　　　林　　重成（北海道大学）
 林　　　幸（東京工業大学） 　前田　恭志（（株）神戸製鋼所） 　　三木　貴博（東北大学）
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